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社会転換期の中国における多元的紛争解決システムの構築とＡＤＲの可能性（２.完）

》叩

説

社会転換期の中国における
多元的紛争解決システムの構築と

ADRの可能性（2・完） 

 -各紛争処理手続の連携を図る「大調停」

メカニズムの考察を兼ねて- 

葉　陵陵

はじめに

日米との比較における中国調停制度の変遷

日米におけるＡＤＲの発展の特徴

革命根拠地における調停制度の形成

建国後における調停制度の変容

調停制度の改革に関わる法的整備

人民調停制度の改革に関する司法解釈と行政規則

司法調停制度の改革に関する司法解釈

「大調停」メカニズムの模索と実践

「大調停」の主な類型及び運用の実態

１．司法行政型一「山東経験」

２．法院指導型一「楓橋経験」

３．「訴調対接」型一「南通経験」

４．「三位一体」型一「石家荘経験」

５．NGO型一「小小鳥人民調停委員会」

都市総合型の「大調停」モデルー「上海経験」

１．総合的相談調停窓口と調停処理機構の設置

２．委託人民調停制度の導入

Ｉ
Ⅱ

Ⅲ

(以上、117号）

Ⅳ
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－２－

老珈

説

l）治安事件に対する委託人民調停

2）軽微な刑事事件に対する委託人民調停

3．調停活動の「社会化」

１）人民調停前置制度

２）民事訴訟手続における委託人民調停制度

３）人民調停員訴訟参加制度

４）人民調停員執行協力制度

４．調停機構の「専門化」

ｌ）個人型の人民調停事務所

２）弁護士主宰型の人民調停事務所

３）業界型の人民調停委員会

５．調停委員の「専従化」

６．調停手続の「規範化」

１）人民調停組織のネットワーク化

２）調停業務の制度化

「大調停」改革の特徴及び課題

むすび－調停法の制定とＡＤＲの制度化に向けて (以上、本号）Ｖ

Ⅳ「大調停」メカニズムの模索と実践

ＡＤＲの利用促進を図るための制度基盤の整備の一環として制定された

日本のＡＤＲ基本法は、顕在化した需要に直接対応するものというよりも、

むしろ潜在化した需要または将来の需要に対応した法整備であるといわれ

たのに対し、社会転換期における中国の現状は、まさしく2007年３月１日

に公布された「調和のとれた社会主義社会の構築における訴訟調停の積極

的役割をざらに発揮することに関する最高人民法院の若干意見」（以下、
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－３－

社会i転換期の１１１国における多ﾉＣｌ'１９紛争解決システムの構築とＡＤＲのiiJ能性（２.定）

2007年司法解釈と略する）第1条で述べられたように、一万では、亜要な

戦略的チャンスの時期及び「黄金発腿期」にあり、経済は111ｉｉ調かつ急速に

発展し、人民のL'三活水準は11党し〈改善され、社会は総体的に調和がとれ

安定しているが、他方では、調和と安定に影響を及ぼす要因が依然として

数多く存在する「紛争多発期」にもある。すなわち、かつてない好機に直

､iしていると同時に、未1Ｗ｢の挑戦にもi11ｍしている。したがって、社会

紛争の増加と多様化に即した新たな紛争解決システムの確立は、「１１国にお

いて「顕在化したI|下の需要」である。ところが、既存の紛争解決方法の

みではこうした差し迫っている紛争解決ニーズに対応しきれなくなったた

め、各種の社会矛盾及び紛争に正Wiiに対応し、各〃iiiiのfIlh捌係を適切に

調整し、矛盾や紛争を効果的に収め、社会の調和と安定を大きく推進する

ことが国家事業の大局として位置づけられ、新たな多元的紛争解決システ

ムの整備が政策的にも社会的にも求められている。近ｲ'三、新しい調停態様

が各地で相次いで作り(')され、調停の領域においては多様化の趨勢が現わ

れているⅡ'･各種の法律サービスリソースを終合しつつ、人災調停と行政

調停及び法院調停の本格的な連携強化を図ろ「大調停」メカニズムが派に

一種の多元的紛争解決システムを榊築する試みとして模索されるようになっ

た。

「大調停」メカニズムは必ずしも厳格な概念または法制度ではないが、

調停制度のＴｌ}建と多元的紛争解決システムの確立における新しい動きとし

て注目されている。1999111に開かれた第41111全国人氏調停会議において、

新しい情勢下における人氏内部矛盾の解消に|;１１応した「大調停」メカニズ

ムの構築が、新たな時期における人hと調停活動の指針として提起されてか

ら、「大調停」メカニズムを模索する実践においては、各地方の経済発展、

社会環境、文化伝統、及び紛争解決ニーズの多様化によって多種多様な類

型が形成されている。以下では、』IL本理念や機能及び背景と形態には類似

性がありながらも、農村、’'１小部llJ、大都'ljの差異に由来する各地域の特

徴を持った幾つかの典型パターンを取り|こげ、「人調停」メカニズムの整
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－４－

至輌 説

備をめぐる近年の動向、運用の実態及びその特色、残された課題などにつ

いて考察を試みることにする。

｢大調停」の主な類型及び運用の実態

１．司法行政型一「山東経験」

山東省徳州市陵県における「大調停」の試みを代表とする「山東経験」

は、行政調停の性格を有する郷鎮司法調停センターの設立を特徴とするパ

ターンである。1990年代後半の農村では、経済や社会の構造転換によって

複雑多様化した紛争が多発し、当時の訴訟偏重と調停軽視という司法政策

の影響で、人民法院も積極的に事件の受理範囲を拡大しようとした。しか

し、大量の民間紛争とくに村民自治、土地や林木の所有権、土地の請負、

計画出産をめぐる争議などが、裁判所の管轄外かまたは提訴の要件や手続

を満たせないものとして「門前払い」にされざるを得なかったため、民衆

の間には「訴訟難」に対する不満の声が高まっていた。また、裁判所の下

した一審判決のうち、現地の風俗習`慣や情理に合わないものも少なくなかっ

たため、しばしば世論を騒然とさせただけでなく、当事者の絶え間ない不

服申立や「上訪」（当事者が上級の公的機関へ直訴・陳情に行く）を招い

た。地方政府の「信訪｣(2)部門への来訪者が日増しに増え、紛争が延び延

びと終結できず、社会秩序が混乱するのはよく見られる一般現象となった。

このような事態を背景に、新たな紛争解決方法の模索は緊急な課題となっ

たが、「陵県経験」は、正に農村における紛争解決のニーズと民間調停メ

カニズムの失効によって出現されたものである。

郷鎮司法調停センターの「発祥地」である陵県は、５３万人を擁する農業

県であり、人口の９割は農民である。近年、村民と村民委員会幹部との間

に生じた対立や、土地・林木の所有権、土地の請負、計画出産などをめぐ

る「法院管不着、村里管不了、郷里管不好（法院が扱えない、村が扱いき

れない、郷がうまく扱えない)」と言われたような難解、複雑な紛争が多
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－５－

社会転換期の中国における多元的紛争解決システムの構築とＡＤＲの可能性（２．完）

発し、従来の自治組織である人民調停委員会の対応のみでは、なかなか期

待される紛争解決の効果を得られなくなったため、「上訪」の問題がます

ます深刻化し、社会の安定と秩序を脅かした。この難局を打開するため、

陵県共産党委員会及び県政府は、2000年前後に県内すべての郷鎮司法所に

おいて司法調停センターという総合的な調停機構を創設した。当該センター

は、郷鎮司法所（所長が常務副センター長を兼任）を主体に、郷鎮共産党

委員会（副書記長がセンター長を兼任）と信訪、民政、土地管理、経済管

理、計画出産、公安警察派出所及び人民法廷の責任者を構成員とする常設

の紛争処理機構である。その上には、県共産党委員会副書記長を班長とし、

常務副県長、党規律検査委員会書記長、党政法委員会書記長、県党委員会

秘書長を副班長とし、２３の主管部門の主要責任者からなる郷鎮司法調停セ

ンター指導班も設置されている。一般事件の調停案については、センター

長と常務副センター長が共同決定するが、重大な事件の調停案については、

郷鎮共産党常務委員会会議で討議され決定される(3)。郷鎮司法調停センター

の職責には、重大、複雑な集団的紛争の調停、人々の関心を集める争点・

難点となった事件の解決、村幹部の間または村幹部と村民との間に起きる

対立の解消、村級人民調停委員会の業務指導、地域や業界に跨る紛争の処

理、法律知識の教育宣伝などが含まれている'１１．

陵県郷鎮司法調停センターが成立した一年後の統計により、県内20箇所

の郷鎮司法調停センターは、1,546件の紛争を解決し、調停成功率が96％

に達した(５１。「上訪」問題も大幅に好転し、県級機関への「上訪率」は３０

％減り、市級機関への「_上訪」は１２％減り、省級機関への「上訪率」は４４

％減ったが、中央機関への「上訪」は皆無しとなった(6)。農民を中心とす

る当事者にとって、郷鎮司法調停センターが、法律サービスを無料で提供

できること、適時に各種の民間紛争を解決できること、経済的かつ便利で、

時間と手間を省けること、弁護士の依頼や証拠揃いを必要としないこと、

しかも政府の権力を動員してその場で紛争を解決した後に速やかに履行で

きることは大きなメリットである。特に郷鎮司法調停センターが受理した
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－６－

譜
、

説

紛争の８割を占める農民と村共産党支部や村民委員会の幹部との間に生じ

た紛争について、幹部側に過ちがあった場合、行政処罰の権限が与えられ

た郷鎮司法調停センターは、免職、警告、賠償などに直接処することがで

きるので、自然に農民から歓迎されている'７１゜この陵県の試みに司法部を

含み各方面から関心を寄せられ、2000年４月に開かれた全国基層司法行政

会議では、農村社会の紛争を解消し、秩序の安定を有効に確保した模範と

して「陵県経験」と名づけられた。郷鎮司法調停センターが、郷鎮党委員

会と政府を代表して紛争処理の権限を行使する総合的な実体機構として、

高効率の運営メカニズムと厳格な手続制度を持ち、法律、行政、経済、説

得教育などの手段を組み合わせて運用することによって問題の解決を図っ

ているため、新たな時期における人民内部矛盾を解消するニーズに適応し、

調停業務の権威'性、実効性及び公正性を確保したモデルであると司法部に

評価され、重点的に各地に推し広められるようになった(9)。

「陵県経験」の評価については賛否両論に分かれた。肯定論は、「陵県

経験」が新たな時期における人民内部の矛盾を解決する有効な方式や、法

治理念と中国伝統文化との創造的な結合による産物(9)として、日増しに複

雑多様化している農村社会の紛争解決に対する強いニーズに対応した有益

な模索であると主張する。行政機関ではなく司法機関でもない郷鎮司法調

停センターの機構設置と運営手続からは、極力一種の「暖昧性」を求めて

いるように見える。分離不分立の権力や、党組織・政府との不即不離の関

係は、郷鎮司法調停センターの権威を弱めたどころか、その権威を安定さ

せ、かつ大きな弾力性と強い融通'性を持たせている。法治原則を評価基準

とするならば、「大調停」の方式と調停の「強度」を求め、明確な法的地

位と権限範囲を持たず、運用手続と監督制度も厳格ではない郷鎮司法調停

センターの設置と運営は、権力の分立と抑制均衡という近代国家の法治理

念と紛争解決メカニズムに相反し、むしろ伝統中国政治スタイルの影がか

すかに見えるからといって、こうした法律上と理論上の欠陥が必ずしも郷

鎮司法調停センターに対する人々の期待と賛同を打ち消したのではない。
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－７－

社会転換期の111国における多元的紛争解決システムの樅築とＡＤＲの可能性（２．完）

その原因は、正に「飢餓の者は食べ物の粗雑に拘らず、栄養学の基準は人

に憧れを抱かせるが時宜に合わないこともある」と同じように、郷鎮司法

調停センターが農村社会の紛争解決に対する圧倒的な需要を満たしたこと

にあるＩｌｏｌｏこのような権力を頼みとする紛争処理機構は、むしろ調停の権

威`性、強制性を求める当事者の要望に応えることができ、能率も相対的高

い。この意味では、郷鎮司法調停センターがどんなに法治の理想と原理に

合致しなくても、その効果から見れば、確かに民衆のために一種の司法サー

ビスを提供しており、ＡＤＲを通じて民衆の「正義へのアクセス」の機会

と権利を拡大する一つの手立てとも言える'''１．

他方では、「陵県経験」は実質化、一種の「政府主宰下の調停」として、

確かに従来の人民調停より強い権威性と有効性を持っているが、それはむ

しろ党政機関の役人からなる郷鎮司法調停センター構成員の「強力なバッ

ク」から来たものである。「人治」の色彩が濃厚な「陵県経験」は、一種

の「人治の下での法制」に過ぎない'１２'。「陵県経験」は、行政実用主義及

び行政的目標と効率を一方的に追求した産物として、権力間の抑制均衡を

無視した便宜上の措置であり、法治主義に基づく長久的な方策ではない('３１。

そして、人民法院が以前から紛争解決の領域における行政権の拡張につい

て懐疑の念を抱き排斥的な態度をとっていること!'''を考えれば、こうした

行政権の膨張は、司法権と行政権の衝突を醸成する恐れがないか('５１、行政

権を行使する機構としての郷鎮司法調停センターが司法的手続の性格を有

する調停を行うことは、人民法院の司法権への侵害にならないか、という

ような質疑があったほか、共産党組織と政府の指導下に置かれる郷鎮司法

調停センターは、紛争の８割を占める農民と党と政府の幹部との間に生じ

た紛争を処理するにあたって'１１立公平を保つことができるか、郷鎮司法調

停センターが作成した調停協議はどのような性格を有するか(１６１といった否

定的な意見もあった。

山東省政府は「陵県経験」を踏まえ、2004年１２月に「郷鎮司法調停セン

ターの建設を一層強化することに関する意見」を発布し、省内で郷鎮司法
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－８－

老”

説

調停センターを中心とする「大調停ネット」の整備に取り掛かった。「大

調停ネット」は、郷鎮司法調停センター－司法調停所一村人民調停委

員会一調停班－１０戸という５段階にわたる調停組織のネットワークで

ある。このうち、「１０戸３貝」と呼ばれる制度がある。すなわち、１０世帯

ごとに徳が高く人望と威信及び影響力のある者を１名選出し、紛争調停員、

紛争'情報員及び法制宣伝員を担当させる。１０世帯の村民の問に起きた小さ

な紛争については紛争調停員としてその場で調停を行うが、比較的大きな

紛争や衝突があった場合には紛争情報員として調停班や村人民調停委員会

に報告する。日ごろは村民への政策と法律知識の宣伝や、紛争の発見及び

拡大の予防に注意を払うことにより、その法制宣伝員としての責任を果た

す('7)。このように、郷鎮司法調停センターと一体化した人民調停組織の再

編成が進められ、郷鎮司法調停センターの先導によって一時的に有名無実

になっていた人民調停制度が再び活性化されるようになった。行政権の導

入によりその大衆的な自治組織としての`性格と機能が改められた人民調停

制度が、今や新たな形となって「大調停」メカニズムの一環として取り込

まれるようになった。

山東省の「大調停」メカニズムの特色は、郷鎮政府及び司法所が主導し、

郷鎮司法調停センターが運営する紛争解決メカニズムとして、人民調停と

行政調停及び法院調停を連係させた一種の準行政調停または準司法調停の

`性格を有するところにあると思われる。党と行政の関与が強い郷鎮司法調

停センターの調停は、村民自治的な人民調停と司法行政化した「大調停」

メカニズムとの分化を促し、その実際な機能も殆ど人民法廷と異ならない

ものの、原則として費用を徴収しないし、手続の正規化が重視されたほか、

職権調査や行政処罰の権限もあったため、強い職権'性、専門性及び権威`性

を持つ紛争処理方法として当事者に歓迎されていることから、行政的な紛

争解決方式は、農村において依然として大きな需要性と適合`性があると見

てとることができる('８１。
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２．法院指導型一「楓橋経験」

「楓橋経験」の原型は２０１１t紀60年代に遡ることができる。漸江省諸警市

楓橋鎮は、1960年代初頭、「大衆を動員して頼みとし、紛争をよそへ持ち

出さずにその場で解決し、捕まえる者が少なく、治安が良いことを実現し

た」という経験を創出したことで、1963年に毛沢東から「それを手本とし、

実験的にやってみてから、各地に押し広める」という評価を受けた経緯が

あった。「楓橋経験」は、４０数年の実践を経て、改革・開放の時代に入っ

てからも引き続き社会治安総合的管理の典範と見なされてきた。その特色

が1998年に「小さなもめ事を村から持ち出さず、大きなもめ事を鎮から持

ち出さず、紛争をよそへ持ち出さない」と総括されたが、その後も時代の

変化とともに絶えず発展し、「大衆を豊かにすることによって紛争を減少

し、大衆に奉仕することによって紛争を予防し、大衆を組織することによっ

て紛争を解消する」ことを目指した。2004年に「楓橋経験」が新たに「経

済と社会の協調的な発展を推進し、最大限に社会の矛盾を減少すること、

基層レベルの民主的な政治の建設を推進し、最大限に社会情勢と民意のルー

トを滞りなく通じさせること、紛争を予防し解消するメカニズムの刷新を

推進し、最大限にその場で問題を解決すること、管理理念の転換を推進し、

最大限に各方面の積極的要素を引き出すこと、農村コミュニティーの建設

を推進し、最大限にコミュニティーレベルのサービスの提供を実現する」

という「五つの推進、五つの最大｣(１９１に総括された。

2002年から調停制度の改革に関わる司法政策の転換が行われ、「楓橋経

験」にも新たな試みが見られた。新しい「楓橋経験」の特徴は、共産党政

法委員会による協調の下で、人民法院が調停活動の組織と実施に直接参与

しながら業務指導を行うとともに、民間調停と行政調停を兼ね包容したこ

とにある。具体的には、諸蟹市人民法院が以下のような方法を通して調停

の指導を行っている。①「法律指導員業務制度」を設立し、３３名の裁判官

を法律指導員に指定し、それぞれ割り当てられた郷（鎖）街道、村民委員

会及び企業・事業体の人民調停組織の活動を指導させる。法律指導員は、
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人民調停員に対し、定期的にリーデイングー・ケースを解説し、法律知識

を講釈し、法律相談及び研修等を行うことによって、指導業務の経常化と

制度化を図る゜②統一した格式の人民調停協議書を制作し、訴訟ファイル

と同様な調停ファイルを作り上げ、証拠資料等を調停ファイルに入れて分

類保存する。③「紛争告知指導制度」を設け、「訴訟リスク告知書」と

｢調停勧告書」を紛争当事者に配布し、人民調停方式を選択して紛争を解

決するよう導く。当事者が人民調停組織による解決を望んだ場合、人民法

院は「人民調停員会連絡追跡表」を作成して関係人民調停員会に連絡させ

る。④人民調停員会が調停を行う過程において、法律指導員は、調停の手

続や方法などについて指導し、法律相談や調停意見などを提供し、調停合

意の達成を促す。⑤人民法院は、訴訟手続において「陪審・傍聴特別招請

制度」を設け、一定の法律知識を有し、社会`情勢や民意に詳しい人民調停

員を特別陪審員として招請し、民間紛争の審理に参加させることによって、

紛争の解決に特有な役割を果たさせるほか、その調停技能と紛争処理能力

も高められる。⑥「人民調停委員会調停協議審理結果フィードバック制度」

を確立し、人民調停組織に対する具体的な判例指導を行う。特に調停が不

成立となったため訴訟手続に入った事件、調停協議が履行されなかったた

め訴訟手続によって法的効力を確認する必要がある事件について、担当裁

判廷は、その審理の結果を書面または口頭の形で調停を行った人民調停委

員会に知らせる(20)。明らかに以前の「楓橋経験」と異なったこうした制度

及び措置は、人民調停の法制化、規範化によってその正当性、権威'性及び

効果`性を強化し、人民調停と訴訟手続との連係を図ることを目的とするも

のと思われる。

また、「大調停」メカニズムを構築する試みとして、楓橋人民法廷は、

法院調停と裁判所以外の調停ネットワークとの連携を強化するための「一

点両委託」と呼ばれる制度を実施した。「一点」とは、鎮政府の中で「法

廷市民サービス拠点」を設置し、毎週に1名の裁判官と1名の書記官を派

遣し、立件手続や訴訟前調停を行うことをいうが、「両委託」とは、委託
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受理と委託調停を指すものである。委託受理は、管轄地域内で提訴の意向

を持つ住民からの相談の引受けや立件及び調停の予約といった事務を司法

所に委託し、法廷は予約した時間帯に出向いて立件手続または訴訟前調停

を行う。委託調停は、一部の事件の調停をまず事情をよく知っている鎮、

村の人民調停員を委託し、難解な問題に出会った場合は適時に法律指導を

行う。当事者が合意に達した場合には、裁判官を派遣して調停協議の調印

を主宰し、調停書を制作する'2'１。

３．「訴調対接」型一「南通経験」

「南通経験」は、「楓橋経験」と同じく共産党政法委員会の指導下で推

し進められた模範モデルの一つとして、人民調停と司法行政調停の連携強

化を図る社会矛盾紛争調停センターの設立を特色とする。江蘇省南通市は、

2003年に「大調停」メカニズムを構築する試みとして、南通市社会矛盾紛

争大調停指導委員会一県（市）社会矛盾紛争調停センター－郷（鎖）

社会矛盾紛争調停センター－村民（住民）委員会紛争調停室一村民

(住民）組調停班－１０世帯ごとに置く調停情報員という６段階にわたる

調停組織のネットワークを整備した。県、郷レベルにおいて設置された社

会矛盾紛争調停センターは、陵県郷鎮司法調停センターと類似し、行政調

停の』性格を有する調停組織であるが、その下に設けられた紛争調停室や調

停班は、大衆自治的な調停組織である'221゜

「南通経験」には「公調対接」と呼ばれる公安警察機関と調停機構との

連携協働制度、「訴調対接」と呼ばれる裁判機関と調停機構との連携協働

制度がある。「公調対接」については、県（市）公安警察局が県（市）社

会矛盾紛争調停センターと連携し、警察派出所が郷（鎮）社会矛盾紛争調

停センターと連携し、警務室が村民（住民）委員会紛争調停室と連携し、

おおむね三つの方式を通して紛争処理が行われる。その－は移送制である。

公安警察機関は、「110当番」等の窓口で受付けた職権外の民間紛争につい

て、直接に各級の社会矛盾紛争調停機構に移送して調停を委ねる。2006年
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には、南通市の公安警察機関が受理した民間紛争55,924件のうち、約19％

を占める10,648件が各級の社会矛盾紛争調停機構に移送された(231。その二

は派遣制である。公安警察機関は、県級社会矛盾紛争調停センター、及び

持ち込まれた紛争の件数が比較的多い郷（鎮）社会矛盾紛争調停センター

に民事警察を長期派遣し、とくに治安紛争の調停に関与し協力する。その

三は駐在制である。社会矛盾紛争調停センターは、警察派出所の中に支部

としての紛争調停室を付設し、民事警察とともに紛争の受理及び分流を行

い、民間紛争が人民調停員によって処理されるが、治安紛争が民事警察に

よって処理される。治安紛争付帯的民事紛争については人民調停員と民事

警察が合同でそれを処理する(24)。

「訴調対接」については、具体的に対接のルートを滞りなく通じさせる

こと、多様な研修活動を展開すること、立件ガイダンスを行うこと、訴訟

前調停を実施すること、法院調停を強化すること、委託調停及び調停協力

制度を実行することなどが含まれる(251。県（市）人民法院は、人民調停活

動を指導する拠点として、各民事裁判廷の事件管轄地域ごとに、裁判廷長

がセンター長を務め、郷（鎖）人民調停委員会の基幹調停委員が構成員と

なる「訴調対接基層業務センター」を設け、村民（住民）委員会レベルの

人民調停員に対して研修、指導を行う一方、管轄地域に発生する重大、難

解な民間紛争の処理にも協力する(2`)。このほか、2006年、南通市社会矛盾

紛争大調停指導委員会は、「南通市社会矛盾紛争大調停実施効果監察及び

責任追及暫定方法」を発布し、各調停機構の活動に対する検査監督及び責

任追及の制度を確立した(271。「南通経験」は、民事紛争の処理における警

察の機能を充分に生かし、持ち込まれた紛争の大部分を効果的に解決した

として、民衆の間で好評を得ただけではなく、学界でも高い評価を受けて

いる(28)。

４．「三位一体」型一「石家荘経験」

石家荘市の人民調停活動が長年にわたって全国の模範とされ、2004年に
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「石家荘の人民調停活動の経験を推し広めるべき」という中央政府の指示

を受けて、司法部は石家荘で全国人民調停現場会議を開き、その経験を全

国に紹介した(291。2005年から石家荘市は、調停制度に対する民衆の信頼

感及び社会的効果を高めるために、「三位一体」と呼ばれる人民調停、司

法調停及び行政調停の連携協働を図る「大調停」メカニズムの構築を模索

し始めた。具体的には、人民法院は、民事調停をもっと重視し、調停によ

る終結の件数・割合を高め、一般の民事事件については65％以上の調停終

局率を達成しなければならない。司法所は、その業務の重点を民事紛争の

調停に置き、「小さな争いを村から持ち出さず、一般の紛争を郷から持ち

出さない」ように努めなければならない。人民法廷と司法所は、協力し合

いながら調停の手続をさらに規範化し、かつ、村級人民調停委員会への業

務指導を強化しなければならない。

「三位一体」型の「大調停」メカニズムの特色は、以下の諸方面から現

われている。まず、人民調停の基樅とネットワークが比較的整備されてい

る。石家荘市の「大調停」は、司法行政機関を中心として推進されたが、

人民調停の役割を重視し、その人民調停組織の正規化と「職業化」が全国

でも上位に名を連ね、幾度も司法部から表彰を受けた。他方では、行政機

関と人民法院との協調も重視され、その制度設計は比較的精細である。例

えば、当事者は、行政調停の結果としての行政裁決に対して不服がある場

合に、行政不服審査を提起することができ、または人民法院の司法調停を

申込むこともできる。これは「三位一体」型の「大調停」における顕著な

特徴であると思われる。次いで、人民調停と行政調停及び司法調停との連

携を実現するために、郷鎮調停サービスセンターが設立された。その窓口

は、受理した紛争を分類整理し、それぞれ当該センターまたは関係行政部

門に分流して調停を依頼する。調停が成立しない場合には当事者により訴

訟を提起することができる。さらに、人民法院の下には巡回調停法廷が設

置され、定期的に各郷鎮調停サービスセンターを巡回し、事件の受理、そ

の場での調停または審理、人民調停活動への指導を併せて行う。また、人
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民法院は、民事訴訟の当事者に「調停勧告書」を配布し、まず人民調停を

選択するよう提案するが、調停が成立しない場合には迅速な立件を承諾す

るほか、調停協力または委託調停等の方式で人民調停員を司法調停に参加

させ、調停を訴訟から執行までの各段階に貫かせている(301。

５．ＮＧＯ型一「小小鳥人民調停委員会」

「小小鳥」は、北京市に設立された農民工の権利利益の保護を趣旨とす

るＮＧＯである。1996年、出稼ぎ労働者である魏偉氏は、北京で働いてい

る出稼ぎ農民工のために法律相談、就職指導、未払い賃金の返済及び労災

交渉などを含む無料サービスを提供するホットライン「小小鳥」を設置し

た。その活動が次第に評判になり、特に未払い賃金を返済させる成功率が

高いことで社会に名が知られ、多くの著名なメディアに報道されたほか、

2004年にカナダ大使館、2005年にドイツＥＥＤ基金会及び香港楽施会の資

金援助を受けられ、NGO組織となった。2004年９月、「小小鳥」が所在す

る東城区東華門街道司法所の提案で、「小小鳥人民調停委員会」としてス

タートし、北京市の農民工のために無料の紛争処理サービスを提供してい

る。

「小小鳥人民調停委員会」は、ＮＧＯ組織が人民調停組織に再編される特

殊な事例として注目され、その特色としては次の諸点が挙げられている(311。

まず、「小小鳥人民調停委員会」が、出稼ぎ農民工のための専門的な民間

調停組織として、大衆的な自治組織に位置づけられる。しかし、地区や業

界に跨るその活動は、人民調停の制度設計からかけ離れているものとして、

他地域で調停を行う際の法的根拠と実効性も問われている。次いで、「小

小鳥人民調停委員会」の実践から見て、行政の関与は紛争の解決に積極的

な意義を持っている。「小小鳥人民調停委員会」は、政府からの財政援助

を受けていないものの、その人民調停組織の身分及び司法所の背景は、活

動の展開に実に大きな便宜と支援を与えている。農民工側は、紛争のより

有効な解決に役立つ政府の介入を望むが、雇用側も行政の権威を気にかけ
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て協力的な態度になりやすい。そして、他の行政機関（派|}}所、Ｌ商局・

所、労働監察部１１１など）からの協ﾉﾉも得られやすくなる。特に農民Iの権

利利益をめぐる紛争の解決において、行政椎の支持が城もiiLl:接的かつ効果

的な後ろ盾になっていると言える。「小小鳥人氏調停委員会」が成立して

から1年以内に、1269名の農民二'二のために1500万元余りの未払い賃金を

収1)戻すことができたが、その前の４年間に110(1)雁した未払い賃金の総額

は400万元にも満たなかった'；山。さらに、「'Ｍ､鳥人民調停委員会」の事例

は、紛争解決におけるＮＧＯ組織の役割を生かすためにも重要な示唆を与

えている。大学や社会団体が設立した法律援助センターのようなＮＧＯ組

織は少なくないが、紛争の解決についてはおおむね訴訟手段の利用を'１ｺ心

とするため、数少ない当事者しか援助できないし、勝訴率も低い。これに

対し、「小小鳥」は、調停を紛争解決の方法としているので、コストが低

く、手続が便利で利用しやすく、良い効果が得られ、受益人数も多い。農

民工の権利利益をめぐる紛争の処理において政府機構や弁護士及びメディ

アの助けを上手に借りることに長けた「小小鳥」の活動が、農民工から歓

迎されているだけではなく、相手方（雇Illj三）にも認められている。ＮＧＯ

組織である「'１､小鳥」の試みは、「大調停」メカニズムの模索に新たな可

能性を提供したように思われる。

都市総合型の「大調停」モデルー「上海経験」

上海市における調停制度の改革と発展は、「１１国の大都市において代表性

を有するものである。人民調停が低迷した1990年代においても、政治の相

対的安定性と政策の連続性及び司法運営の均衡`性が保たれた_上海市では、

人民調停の全体的運営も比較的に均衡がとれていた'卿'。また、調停制度の

改革に関する全国的な司法政策が2002年に打ち出されたが、」二海TIT人氏調

停業務指導委員会は、早くも2001年に「人氏調停業務の強化に関する若干

規定」を制定し、上海市高級人民法院も「人民法院が人氏調停業務に協力
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することに関する通知」を発布した。都市総合型とも言える「上海経験」

は、人民調停を基盤とする「大調停」メカニズムの構築を積極的に模索し、

人民調停、行政調停、法院調停及び社会団体・組織による調停を横断的に

連携した総合的調停相談窓口と調停処理機構の設置、委託人民調停制度の

導入、「四化」と略称し得る調停活動の「社会化｣、調停機構の「専門化｣、

調停委員の「専従化｣、調停手続の「規範化」を特色としている。

１．総合的調停相談窓口と調停処理機構の設置

上海市では、2002年からすべての街道（郷鎮）において人民調停、信訪、

公安警察、労働仲裁等の諸機関における横断的連携を図る総合的紛争処理

機構としての「司法信訪総合サービス窓口」が設立された。この「窓口」

の特色は次の諸点にある。すなわち、①人民調停を信訪制度に導入し、こ

れまで法的効力を持たない信訪機関による行政調停の結果を人民調停協議

書の形で決着させる。「窓口」の責任者は、受付けた紛争を分類し、民間

紛争に属するものを所在地の街道（郷鎮）人民調停委員会に移送し調停を

委託する。「信訪委託人民調停」とも呼ばれるこの制度は、人民調停と行

政調停の連携協働を促すものとして、「重複信訪」の現象を解決し、信訪

機関の紛争処理負担を軽減するのに役立つ。②行政協調を通じて紛争の解

決が図られる。「窓口」の責任者が街道（郷鎮）司法所長によって兼任さ

れるが、「窓口」で受理された集団的紛争の処理については、責任者の主

宰下で関係機関を召集して開かれる「行政協調会」の協議に掛けられ、か

つ当事者の同意を経たうえ、関係人民調停委員会に当該紛争の調停を委託

する。③多発的な紛争については、さらに単独の調停所を設けて処理する。

例えば、金山区の司法局、信訪、労働部門は、区内の「司法信訪総合サー

ビス窓口」において「労働紛争調停所」を設け、労働部門から２名の労働

監督員を「窓口」に派遣して週に１回当直させ、簡単な労働争議の調停に

参加させる。徐匪区龍華街道の「司法信訪総合サービス窓口」は、「高齢

者権利保護ポスト」を設け、弱い立場にある高齢者の適法な権利利益の保
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護のために便宜を図る。④民事警察を調停員として「窓口」に常時駐在さ

せ、民間紛争とくに治安賠償紛争の調停に参加させる「警察駐在制」が実

行されるなどが挙げられる。この「司法信訪総合サービス窓口」は、行政

側と民間側が持つ各種の紛争解決リソースを整合した土台として摩擦や紛

争を萌芽状態から除去し、社会の安定を維持するためには有用な制度であ

るＩ３ｌｉｏ

また、司法行政機関の内部においても調停処理機榊が設置された。上海

市では主に司法局の一部署としての「司法調停センター」の設立を特徴と

する「浦東新区方式」と「社会矛盾調停処理センター業務指導委員会」

(以下、調処センターと略する｡）の設置を特徴とする「普陀区方式」があ

る。調処センターの下に設けられる「調処弁公室」は司法局の－部署でも

ある。「調処センター」の委員は、信訪、労働、工商、民政、公安警察、

検察院、法院の諸機関の責任者によって担当される。「調処センター」の

職責は、当該地区に発生した重大な集団的紛争や複雑・難解な紛争の調停

であるが、具体的には次のような職責がある。①紛争の調査。紛争をなる

べく萌芽状態から把握し、その発生を適時に防止するために、住民（村民）

委員会と企業・事業体の人民調停委員会、「司法信訪総合サービス窓口」

や「llO公安司法連動サービスホットライン」などを通じて紛争発生の状

況及び紛争受理状況をしらみつぶしに調べ、「調処センター」または「調

処弁公室」に報告する。「調処センター」は、その中の重大、複雑な紛争

について登録、分析を行い、調停の予備案を用意する。毎月に「重大な紛

争・激化しやすい矛盾一覧表」を作成し、区政府の主な責任者に報告する。

②協調会議の開催。「調処センター」は、重大、複雑な紛争の調停を引き

受けた後、各関係機関を召集して協調会議を開き、特定の問題に対する調

停案を協議し、担当部門と協力部門の責任分担などを明確にする。③緊急

な紛争処理。「調処センター」は、２４時間当番制を実施し、重大な突発的

集団紛争のような緊急事態があった場合に、迅速に各関係機関の協働を整

合しつつ、現場に赴き直接紛争の調停処理を行い、紛争激化の防止に努め
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る。④法制の宣伝教育。「調処センター」は、「政策法規信訪相談室」を設

け、法律相談等のサービスを提供すると同時に、重大な集団的紛争に成り

かねない問題の早期発見と調停に努める。このほか、「住民の中の頼れる

力」を通じて個人または集団で上級の公的機関に直訴・陳'情に行く「不安

定要因」を随時に発見し、説得や調停などによってそれを解決することも

職責の一つである。

「陵県経験」と「南通経験」にもあった「調処センター」または「司法

調停センター」のような調停処理機構は、紛争の解決にあたって、大衆的

な自治組織である従来の人民調停委員会にない、行政、司法、民間、経済

の諸手段を併せて動員できるという長所があるとして、民衆の身近な利益

に関わる戸籍、家屋立退き、損害賠償などをめぐる複雑・難解な紛争の解

決にとってより柔軟性のある効果的な手法である(35)だけでなく、重大な突

発的集団紛争があった場合における適時な関与によって紛争の矢先を真っ

先に政府に向けられる事態を避けることができ、紛争の解決には一定の融

通`性を持たせる利点も重視されている(36)。

２．委託人民調停制度の導入

１）治安事件に対する委託人民調停

治安管理違反行為の処理における公安行政調停の適用が、治安管理処罰

法第９条に認められている。すなわち、民間の紛争により生じた喧嘩、殴

り合い、または他人の財物を損壊するなどの治安管理違反行為について、

,情状が軽い場合は、公安警察機関は調停によって処理することができる。

特に家庭、近所、同僚の間における紛争により生じた治安管理違反行為、

たとえば騒音を出したり、ショートメッセージを送信したり、動物を飼育

したりして他人の正常な生活を妨害すること、他人を脅かす動物を放任す

ること、他人を侮辱、誹誇すること、人を陥れるために証告すること、他

人のプライバシーを侵害すること、機動車を無断で運転するなどの治安事

件について、その情状が軽く、双方の当事者が和解に同意する場合は、公
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安警察機関は、できる限り調停によってそれを処理しなければならない。

そして、公安警察機関の調停を経て、当事者が合意に達した場合は、これ

を処罰しない。調停を経てもなお合意に至らないまたは合意に至ったが履

行しない場合は、公安警察機関は、治安管理処罰法の規定に従い治安管理

違反行為に対して処罰を与え、かつ、民事紛争について法により人民法院

に民事訴訟を提起することができる旨を当事者に通知する。当事者の便宜

を|叉１つたこの紛争処理方法がに'１国の治安事件処理における伝統的手法とし

て一般民衆から信頼されている'37'・

上海市では、毎年約30万件の治安事件が発'上するが、治安事件に対する

委託人民調停制度が人民調停と公安行政調停の連携協働の試みとして行わ

れている。すなわち、公安警察機関は、民間の紛争によって生じた殴りあ

いの喧嘩または他人の財物を破損したなどの社会危害`性が大きくない治安

管理違反行為に対し、双方当事者の申請に基づき、所在地の街道（郷鎮）

人民調停委員会に調停を委託することができる。調停によって協議を達成

しかつ履行された場合には、公安警察機関が治安管理違反行為者に治安行

政処罰を課さないものとする。試行地域とされた楊浦区の公安警察局と司

法局は、2002年７月に「民間紛争による傷害事件に対する合同調停処理の

実施意見（試行)」を制定し、公安警察機関による委託人民調停制度を創

設した。「警民連調」と呼ばれる警察機関と人民調停機構との合同調停方

式が試行された。2007年末までに各街道人民調停委員会が引き受けた警察

派出所から調停を委託きれた治安事件は合わせて740件であり、このうち

688件の紛争は合意に達し、調停成功率は92.9％に達した'381。

楊浦区の試行経験を参考に、上海市公安警察局と司法局は、2007年６月

に「治安事件委託人民調停に関する若干意見」を公布し、治安事件に対す

る委託人民調停制度を上海全域に普及させた。「意見」は、人民調停特有

な長所と役割を生かし、公安行政調停と人民調停の連携協働を図るとした

うえ、治安事件の適用範囲、管轄、期間及び手続等を明確に定めた。すな

わち、人民調停に委託できる治安事件は、公民と公民の間、公民と法人及
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ぴその他の社会組織の間に発生する人身権利、財産権利に及ぶ婚姻、扶養、

扶育、相続、債務、家屋宅地、相隣関係、損害賠償などの紛争をめぐる民

間紛争によって生じた殴りあいの喧嘩または他人の財物を破損したなどの

情状が比較的軽い治安管理違反行為であり、かつ、コミュニティーまたは

家庭内部メンバーの間に発生し、事実が明瞭で、責任が明確で、賠償証拠

も十分であるうえ、双方当事者がともに自ら人民調停を望んでいるもので

なければならない。調停によって協議を達成しかつ履行された場合には、

公安警察機関が治安管理違反行為者に治安行政処罰を課さないものとする。

この制度は、治安事件処理の法的効果と社会的効果との統一を図るものと

して、公安警察機関の負担を軽減したと同時に、治安行政処罰の量を減少

させ、社会関係の調和を促進したものと思われる(３，１。

２）軽微な刑事事件に対する委託人民調停

人民調停と司法調停の連携協働の試みとして、上海市では、全国に先駆

けて軽傷害等の軽微な刑事事件に対する委託人民調停制度も試行されてい

る。すなわち、刑事訴訟手続に入っているかまたは入る可能性のある民間

紛争による軽傷害事件に対し、調停の方法によって被害者と加害者との和

解を促し、被害者が相応する民事賠償を得られる代わりに加害者の刑事責

任を追及する権利を放棄することにより、立件しない、立件した事件の取

り下げ、起訴しない、刑事処罰の軽減または免除といった処理結果に導か

れる。試行地域とされた楊浦区の司法局と人民検察院は、2005年４月に

｢軽微な刑事事件の処理における委託人民調停に関する若干規定（試行)」

を制定し、初めて軽傷害事件に対する委託人民調停制度を刑事訴訟手続の

公訴段階に導入した。すなわち、民間紛争によって生じた軽傷害事件に対

し、人民検察院は、当事者の同意を得たうえ、街道（郷鎮）人民調停委員

会に調停を委託することができ、調停によって協議を達成した場合には加

害者を起訴しないものとする。同年１１月に、楊浦区司法局、公安警察局、

人民検察院、人民法院は、さらに「軽傷害事件の訴訟段階における委託人
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民調停に関する規定（試行)」を共同発布し、軽傷害事件に対する委託人

民調停制度を刑事訴訟手続の受理、立件捜査、審査起訴及び裁判に及ぶす

べての段階に拡大した。具体的には、軽傷害事件に対する受理、立件捜査、

審査起訴、裁判の各段階では、当事者が調停によって紛争の解決を希望す

る場合に、それぞれ公安警察機関、人民検察院、人民法院によって、所在

地の人民調停組織に調停を委託することができる。調停によって合意を達

成し、被害者が経済賠償を得られ、かつ加害者の刑事責任を追及しないこ

とを明確に表明した場合に、公安警察機関は、立件しない決定、または立

件した事件の取り下げ決定を行うことができる。人民検察院は、罪状及び

容疑者の犯行を悔い改める情状に応じて起訴しないかまたは事件を公安警

察機関に差戻して立件を撤回させることができる。人民法院は、刑事処罰

を軽減するかまたは免除する処理を行うことができる。

楊浦区の試行経験を参考に、上海市公安警察局、人民検察院、人民法院

及び司法局は、2006年に「軽傷害事件の委託人民調停に関する意見｣、「軽

傷害事件の訴訟段階における委託人民調停に関する意見（試行)」を共同

発布し、軽傷害等の軽微な刑事事件に対する委託人民調停制度を上海全域

に押し広めた。具体的には、民間紛争によって生じた故意に他人を傷害し

軽傷を負わせかつ社会的影響が大きくない軽傷害事件に対する受理、立件

捜査、審査起訴、裁判の各段階では、公安警察機関、人民検察院及び人民

法院は、双方当事者の申請に基づき、その所在地の区域的人民調停委員会、

または加害行為の発生地、当事者の居住地にある街道（郷鎮）人民調停委

員会に調停を委託することができる。調停によって合意を達成しかつ履行

された場合に、公安警察機関は、立件しない決定、または立件した事件の

取り下げ決定を行うことができる。人民検察院は、’情状によって起訴しな

い決定を行うことができる。人民法院は、調停協議を達成しかつ履行され

た自訴事件に対し、自訴人に訴訟を取り下げるよう通知するが、公訴事件

に対し、情状を酌量して被告人に刑事処罰を免除する処理を行うことがで

きる。
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論 説

上海市の二つの「意見」に基づき、その規定を上乗せる実施細則を制定

した行政区もある。例えば、盧湾区の司法局と人民検察院が2007年に共同

発布した「軽微な刑事事件の委託人民調停の業務展開に関する規定（試行)」

によれば、人民調停に委託できる軽微な刑事事件とは、犯罪の事実が簡単

明瞭であり、証拠も確実十分であるとして、３年以下の有期懲役、拘役、

管制または罰金を課せられる可能性があり、かつ、犯罪容疑者が告発され

た犯行の実施を認め、法律の適用には争議のない事件をいい、主として故

意傷害罪（軽傷)、住宅不法侵入罪、過失致死罪、過失致傷罪（重傷)、財

物故意段損罪、交通事故罪などを含む。未成年者に対しては、以上の６種

類のほかに、詐欺罪、強奪罪、恐喝罪、言いがかりをつけて騒ぎを起こす

罪、集団殴打罪、窃盗罪にも適用される。人民調停を経て合意に達し、か

つ確実に履行され、犯罪容疑者が犯行を悔い改め、被害者も加害者の刑事

責任を追及する権利を放棄する場合に、人民検察院は、逮捕または起訴し

ない決定、もしくは公安警察機関に対し立件を撤回する提案を行うことが

できる㈹０１。また、楊浦区司法局と人民検察院も、2008年に「未成年者の軽

微な刑事事件の委託人民調停に関する規定」を制定し、未成年者の犯罪に

関わる軽微な刑事事件への委託人民調停制度の導入を模索し始めている。

2006年に、上海市の各基層人民法院から調停を委託された軽傷害事件は

602件（このうち公安警察機関による委託調停は561件、人民検察院による

委託調停は24件、人民法院による委託調停は17件）である。このうち582

件は合意を達成し、調停成功率は96.68％に達し、賠償金額も649万元にの

ぼった。また、420部の人民調停協議害が発行された１４１１。2007年に、上海

市の各基層人民法院から調停を委託された軽傷害事件は1,579件（このう

ち公安警察機関による委託調停は1,480件、人民検察院による委託調停は

53件、人民法院による委託調停は46件）に上り、前年度より162.29％も上

昇した。このうち1,512件は合意を達成し、調停成功率は95.76％に達し、

ほぼ前年度と同じであるが、賠償金額は約３倍の1,991万元にのぼった。

また、1,505部の人民調停協議書が発行され、前年度より258.33％も上昇し
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たし'２１。この軽微な刑事事件の委託人民調停制度は、「調停成功率と協議履

行率が高く、処理コストと再犯率が低い」という効果を収め、民事事件が

刑事事件へ転化する「民転刑」の防止と刑事事件を民事事件に転化させる

｢刑転民」の推進、及び人民調停と司法調停の連携協働を強化したものと

,思われる。

３．調停活動の「社会化」

人民調停と法院調停及び民事裁判が横断的に連携を図る新しい方式とし

て、「法院調停の適度な社会化｣M:'１という一種の「裁判所付属型ＡＤＲ」的

な試みも見られた。「法院調停の適度な社会化」の理念が提起きれた背景

には、社会から調停人材を導入して人民法院の人手不足を緩和させること、

裁判官の調停経験が不足する問題を解決すること、司法の社会化と民主化

を実現させること、国外の裁判所付設ＡＤＲを参考すること、人民法院を

司法改革の重点である多元的紛争解決システムの整備に参与させることな

どがあったいⅡ。裁判外紛争解決手続との連携協働を求める「法院調停の適

度な社会化」は「大調停」メカニズムを構築する一環でもある。

「法院調停の適度な社会化」の主な形式は民事紛争の委託人民調停制度

である。すなわち、人民法院または裁判官から委託を受けた社会団体や組

織及び個人は、裁判官または人民法院の委託を受けて訴訟の各段階で行わ

れる調停または和解に参加または主宰することができる。各地の人民法院

における委託調停の形式は多種多様であるが、一般的には「受理前」（立

件段階)、「審理前」（立件後開廷前）及び「訴訟中」の各段階に行われ、

このうち「受理前」と「審理前」の調停が最も多い。

人民法院は、退職した裁判官や公務員、司法所の職員、弁護士、各分野

(医療、不動産管理など）の専門家、及び調停経験が豊富な者を常任調停

員または臨時選任調停員として招請するが、必要に応じて人民調停組織、

司法所、街道弁事処、住民委員会、企業・事業体、労働組合、業界協会、

地方商会などにも調停を委託することもできる。人民法院の委託した調停
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貝には、一定の法律知識及び調停経験を有する者が多く本当の民間人が少

ないが、これはむしろより法院調停の特色に合致するものとされている。

そして、「非権力化」の特徴を持つ委託調停は、法院調停の「強制的要素」

を軽減させるために重要な意義がある反面、裁判官本人の処理を望む当事

者にとってはあまり魅力を感じないので、あくまでも一つの選択肢となる

だけである(ｲ5)。

上海市では2003年に長寧区の基層人民法院に民事紛争の委託調停機構と

しての「人民調停窓口」が付設されたことを皮切りに、2006年になって上

海全域の基層人民法院において「人民調停窓口」が設けられるようになり、

67名のベテラン人民調停員（約６割）及び28名の定年退職した裁判官（約

４割）が常任調停員として任用された(ｲ６１。2006年、上海市高級人民法院と

司法局は、「民事紛争委託人民調停制度を規範することに関する若干意見」

(以下、「民事委託調停意見」と略する｡）を共同公布し、その中で「裁判

官の主導下における法院調停の適度な社会化」の新しい方式を模索し、人

民調停の役割を十分に生かし、人民調停の社会影響力を高めるために、ま

た、人民調停と法院調停及び民事裁判の有効な連携を保障するとしたうえ、

民事紛争の「受理前｣、「審理前」及び「訴訟中」の各段階における委託人

民調停制度を認めた。「民事委託調停意見」により、紛争発生地の人民調

停組織は、人民法院の委託を受けて、離婚、扶養費と扶育費の取立て、相

続、養子縁組、相隣関係、売買・民間貸借・借用等の一般契約、損害賠償、

不動産などをめぐる民事紛争を受理する前、受理してから審理する前、及

び審理過程において、人民調停の前置、民事訴訟手続における委託人民調

停、人民調停員の訴訟参加などの制度を通じて紛争の処理に参与すること

ができる。これらの制度の導入は、人民調停と法院調停及び民事裁判の長

所を最大限に生かしその相互補完を促進したのみならず、人民調停の対象

範囲の拡大、調停手法の刷新、紛争当事者の訴訟負担の軽減や人民法院の

裁判圧力の緩和、裁判官の指導を受けながら人民法院に付設される「人民

調停窓口」で調停を担当する調停員の法律知識と業務能力の向上、及び多
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元的紛争解決システムの整備には有益であり、国際的なＡＤＲ潮流にも適

応するものと考えられている'w'。

１）人民調停前置制度

上海市では、早くも2003年から人民調停前置制度を模索し始め、「人民

調停窓口」を特色とする「長寧区方式」と「訴訟前調停」を特色とする

｢浦東方式」が形成された。2003年６月に長寧区の連合人民調停委員会が、

|可級の基層人民法院とともに法院の中で「人氏調停窓口」を設け､２名の

定年退職した裁判官のほか、各街道の人民調停委員会から毎月交替で派遣

される３名のベテラン調停員を配置した。人民調停前置手続に関連する調

停活動を行うのは「人民調停窓口」の業務の一つである。人民調停前置手

続は、家事、少額債務及び少額損害賠償、相隣関係等をめぐる特定の民事

紛争に対して設けられたものであるが、その受理範囲が次第に拡大され、

2006年から近年に多発する交通事故の賠償、保険、消費者権益、不動産、

労使関係、医療過誤等をめぐる紛争の調停、2007年に公安警察機関から委

託される人身損害賠償または軽傷害事件の調停も受理されるようになっ

たし鵬１．

具体的な手順としては、当事者が民事訴訟を提起する際に、まず人民法

院から「人民調停窓口」による調停が助言されるが、当事者が調停に同意

する場合は「人民調停窓口」に調停を申込むことになる。「人民調停窓口」

は双方の当事者に「人民調停通知書」を交付し、調停を希望するか否かの

意思を確かめる。双方当事者がともに調停に同意する場合は、「人民調停

窓口」が紛争の調停を引き受け、常任の調停員がその調停に当たる。合意

が達成された場合には、「人民調停窓口」は、連合人民調停委員会の名義

で民事契約の`性格を持つ人民調停協議書を発行することができるし、人民

法院は、裁定の形で区連合人民調停委員会の名義で発行された人民調停協

議書の内容等を確認したうえ、法的効力を持つ民事調停書を発行すること

もできる。法律文書をもって調停合意を確認する必要がない事件について
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は調停費用が徴収されない。調停が成立しないかまたは当事者が調停を希

望しない場合に、当事者は「人民調停窓口」が発行した調停不成立の証明

書を持って人民法院に民事訴訟を提起することもできる。「人民調停窓口」

は、手続の簡易・迅速性や費用の廉価性などによって当事者から歓迎され

ている。

浦東新区人民法院は、2006年２月に「訴訟前調停規則（試行)」を制定

し、民間調停の前置制度を創設した。具体的には、訴訟前調停が家事、少

額債務及び少額損害賠償、相隣関係、不動産管理、労働争議、クレジット

カード、電信契約等をめぐる33種類の民事紛争に適用できるが、人民法院

は、定年退職した裁判官、弁護士、街道人民調停委員会責任者、及び仲裁、

不動産、心理相談といった分野の専門家を含む９名の訴訟前調停員を招請

し、訴訟前の調停を担当させる。そして、当事者が民事紛争を裁判所に持

ち込んだ際に、立件廷は、まず立件審査段階で「訴訟前調停案内」を当事

者に交付し、訴訟前調停手続を選択するように指導する。当事者は、調停

の意向があった場合にその事件を訴訟前調停員に移送して調停を委託する。

訴訟前調停手続を適用して合意を達成しかつ即時に履行できる場合には、

原告は訴訟を取り下げる。合意を達成したが一定の履行期間を必要とする

場合には、人民法院は法的効力を持つ民事調停書を発行するし191。ちなみに、

調停合意を達成したことによって当事者が訴訟を取り下げた場合は、費用

が徴収されない。当事者が人民法院に民事調停書の発行を必要とする場合

は、訴額５万元以下の事件について定額50元の費用が徴収されるが、訴額

５万元以上の民事財産事件について正規の受理費の１０％を基準に、訴額５

万元以上の商事財産事件について正規の受理費の20％を基準に費用が徴収

される(50)。

「訴訟前調停」の手続については、「民事委託調停意見」の規定により、

①当事者が人民法院に民事訴訟の問合せや訴状を渡す際に、立件廷は、当

事者に訴訟前調停に関する規定を知らせ、当事者が調停を選択するか否か

の意見を求める。当事者が調停を受け入れる場合に、人民法院は、それを
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登録しかつ委託書を発行し、関係人民調停委員会に調停を受けるよう当事

者に指導する（６条)。②訴訟前に委託人民調停組織の主宰下で合意に達

したが、一方の当事者が履行しなかった場合に、相手方の当事者は、人民

法院に給付令を申請することができる。合意に達した後、当事者が人民法

院に審査かつ民事調停書の発行を求める場合に、人民法院は、なるべく早

く立件して審査を行ったうえ、民事調停書を発行しなければならない。訴

訟前調停によって合意を達成できず、当事者が人民調停組織の発行した調

停終結書を持って人民法院に民事訴訟を提起する場合に、人民法院は、法

により直ちに事件を受理し、かつ、当該紛争が人民調停組織による調停を

経たことを裁判文書の中で説明しなければならない（10条)。

２）民事訴訟手続における委託人民調停制度

民事訴訟手続に入った後に人民法院から委託される民事紛争の調停が、

受理されてから審理されるまでの段階における「審理前調停」と審理過程

における「訴訟中調停」に分けられる。すなわち、担当裁判官または裁判

廷は、人民調停によって紛争の解決ができるかまたは訴訟による解決が適

切ではないと判断した場合、双方当事者の同意を得たうえ、人民調停員ま

たは関係人民調停組織に調停を委託することができる。この委託調停の手

続については、「民事委託調停意見」の規定によれば次のとおりである。

①人民法院は、人民調停委員会に審理前または訴訟中の調停を委託する際

に、関係裁判廷によって双方当事者の同意を得たうえ、委託書を作成し、

かつ、起訴状副本の複写を人民調停組織に移送する（第７条)。②委託を

受けた人民調停組織は、情理に適いかつ適法な原則に従い紛争を調停し、

かつ、適時に調停の進行情況を委託裁判官または裁判廷に知らせるべきで

ある。人民調停組織は、当事者を促して調停合意に達した場合に人民調停

協議書を作成しなければならない（７条)。③審理前または訴訟中に委託

人民調停組織の主宰の下で口頭の調停合意に達しかつ実際に履行されたた

め、書面の調停書を発行する必要がない場合、当事者は、人民法院に訴訟
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の取り下げを申請すべきである。また、書面の調停合意に達したため、当

事者が人民法院に訴訟の取り下げを申請する場合、人民法院は、審査のう

えそれを許可しなければならない。当事者が人民法院に民事調停書の発行

を求める場合、審査のうえ民事調停書を発行すべきである。さらに、調停

合意を達成できなかった場合、または達成した調停協議が無効であるため

取り消された場合、もしくは当事者が合意に達した後に翻意した場合、人

民法院は、法により事件を審理し、かつ、当該紛争が人民調停組織による

調停を経たことを裁判文書の中で説明しなければならない（11条)。④人

民調停組織の調停によって事件を終結した場合、または当事者が人民法院

に訴訟を取り下げた場合、人民法院は、事件の受理費用を減免するか否か

について、当事者の申請等の具体的情況に基づいて決定する（12条)。

2006年に、上海市の各基層人民法院から調停を委託された民事紛争は

10,269件あったが、このうち7,449件の紛争は合意を達成し、調停成功率は

72.54％に達したほか、2,994部の人民調停協議書が発行された(5,.2007年

に、上海市の各基層人民法院から調停を委託された民事紛争は32,668件あ

り、前年度より21812％も上昇した。このうち24,897件の紛争は合意を達

成し、調停成功率は前年度を上回る76.21％に達したほか、17,846部の人民

調停協議書が発行され、49605％も_上昇した(52)。これにより大量な民事紛

争が「審理前」または「訴訟中」の段階で解消され、当事者の訴訟負担と

人民法院の裁判圧力が確実に軽減されたことに加え、法院委託調停員の調

停技能と経験も裁判官から高く評価され、その調停成功率は一般的に現職

の裁判官より高いといわれている(53)。

３）人民調停員訴訟参加制度

全国人民代表大会は、2004年に｢人民陪審員制度の整備に関する決定｣を

公布したが、それを契機に、人民陪審員の役割を生かす一環として、人民

陪審員を委託して法院調停に参加させる動きも広がり始めた。上海市では、

2004年から委託人民調停制度と人民調停員訴訟参加制度を連係させた「訴
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訟中調停」も試行されている。試行地域とされた浦東新区では、人民法院

は、複雑・難解な家事事件、相隣関係事件などを審理する際に、紛争の具

体的情況により当事者の所在地の人民調停員の訴訟活動への参加を招請す

ることができ、また、訴訟活動に参加する人民調停員に当該紛争の調停を

委託することもできる。この制度の狙いは、当事者と同じ地域に居住して

いる人民調停員が、紛争の内情をよく知り、より当事者に信頼される利点

を生かし、人民法院に協力して調停案を決定すること、調停合意の達成ま

たは判決結果を納得させるために当事者を説得すること、人民調停員の訴

訟への参加によって随時に紛争解決の動向を把握でき、紛争の激化を予防

することなどにあるが、他方では、人民調停員が訴訟の参加を通じて訴訟

手続をより理解し、裁判官から調停の技能や法律知識の指導を受けられ、

調停を行う業務能力を向上させることも期待できる(５１１。

４）人民調停員執行協力制度

発効した法文書の「執行難」は、人民法院が直面する長年の難題である。

この問題を解決するために、上海市は、2006年から一部の地域で人民調停

員執行協力制度を試行したが、2007年に全域に普及させた。すなわち、人

民法院は「執行難」の判決、裁定等を執行する過程において、現地の人民

調停員を執行協力員として招請して執行の協力を求めることができる。執

行協力員は、現地の状況や紛争の内情に詳しい利点を生かし、人民法院に

執行のための有用な手がかりを提供することができると同時に、当事者へ

の勧告・説得及び法知識の宣伝などを通して当事者の気持ちを落ち着かせ、

紛争の激化を防止し、執行段階で和解するように助力することもできる。

｢民事委託調停意見」では、この制度に触れていなかったが、「執行難」に

出くわした法文書が早期、適時、正確に執行されるためには、この制度は

効果的な方法であるように思われる(551。虹口区の実践を見れば、人民調停

が介入した執行事件のうち、三分の一は双方当事者の和解に達したが、和

解できなかった事件も強制執行に対する抵抗の激しさが相当緩和されたと
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いう(56)。

４．調停機構の「専門化」

１）個人型の人民調停事務所

2003年11月、上海市長寧区の江蘇路街道弁事処は、３０年以上の人民調停

員の経歴を持つ「上海市首席人民調停員」である李琴氏との間に「業務責

任書」の形で紛争処理業務を請負う契約を交わし、李琴氏の名前を冠した

｢人民調停李琴事務所」（以下、「李琴事務所」と略する｡）を設立した。具

体的には、江蘇路街道弁事処は、所長の李琴氏とその他５名の専任調停員

からなる「李琴事務所」に対し、管轄地域の総人口に基づき１人当たり２

元の比例で、毎年事務経費として12万元（2004年から15万元に引き上げら

れた）を出資し、かつ、部屋二つを事務室として提供する。その代わりに、

｢李琴事務所」は、街道人民調停委員会の付設機構として、管轄地域に起

きた一般的な紛争の40％、複雑・難解な紛争の90％について調停処理を行

い、しかも一般的な紛争のうち95％、複雑・難解な紛争のうち80％の調停

成功率を達成しなければならない。さらに、住民のために法律相談や法律

サービスを提供しなければならない(571。「李琴事務所」は、週に４回以上

住民委員会または住民組を訪問し、調停員や紛争情報員を通して紛争状況

の把握に務め、紛争の調停処理に参与する。また、年に２回以上、住民委

員会及び住民組の調停員に対して教育・研修を行うなど(58)、街道と住民委

員会及び住民組の人民調停委員会との間における縦割りの「懸け橋」になっ

ている。そして、紛争解決の実効'性を高めるために、関係機構と連携して

調停を行う手法もよく使用され、例えば、住民の「信訪代理員」として信

訪部門に苦情を申し立てる「信訪代理」を行うこと、警察派出所の協力を

得て軽傷害事件の調停を合同で行うこと、人民法院による民事紛争の委託

調停を引き受けること、不動産管理会社と協議しつつ共同住宅の管理をめ

ぐる紛争の調停を行うことなど、「李琴事務所」は信訪部門、公安警察機

関、人民法院及びその他の組織との間における横割りの「大調停」メカニ
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ズムの確立にも貢献している(591。

「李琴事務所」は、中国で政府が人民調停サービスを購入する初めての

事例として話題となり賛否両論を呼んだが(60)、その後、この方式が上海市

全域に拡大され、2007年には街道（郷鎮）総数の91％を占める213ケ所の

街道（郷鎮）人民調停委員会において193ケ所の「人民調停事務所」が相

次いで設立され、620名の専任調停員が任命された(６１１。この制度は、政府

の民間団体または個人に対する財政支援と数値化した契約式管理を通じて、

住民に無料の紛争処理サービスを提供させることによって政府の責務とも

いうぺき公益的法律サービスの社会化を図るものであり、街道（郷鎮）レ

ベルで「人民調停事務所」を土台とする「大調停」メカニズムへの模索で

もあるが、「紛争処理業務を商品化し、紛争処理に市場原理を導入するこ

とでより良き手続を整備する動き｣'621として注目される一方、紛争解決の

数量や効果は、数値目標があるか否かまたは人民調停組織の努力いかんの

みで決まるものではなく、様々な要因に左右されることも多いため、政府

が契約の形で数値化した目標を定めて紛争解決を管理しようとする方式自

体は科学的でないというような意見もあった(６３１。

「李琴事務所」の活動が「ADR的な人民調停活動｣((iいとして見られる一

方、街道人民調停委員会の付設機構という性格もあり、事実上街道人民政

府に依頼された法律相談、調停及び「信訪」の総合処理機構となっている

こと、李琴氏は街道調停委員会の副委員長であること、事務所の日常的業

務も街道司法所の指導を受けることなどから見れば、やはり行政による関

与が強く反映していると言わざるを得ない。そもそも公的調停機構の色彩

が強い人民調停組織がますます民衆から行政部門の延長と見なされ、政府

が人民調停サービスを購入する行為はむしろこの印象を一層強めさせた一

面もある165)。

2）弁護士主宰型の人民調停事務所

弁護士の調停への関与の形態についてみると、弁護士は訴訟の過程で当
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事者の代理人として法院調停に参加することができるほか、当事者の依頼

を受けて当事者間の紛争を調停することもできる。特に財産、婚姻、軽微

な損害及び傷害の賠償に関わる紛争では、面子等を考慮して公的調停機関

による解決を望まず、法的知識、紛争処理能力と経験を有する弁護士主宰

の調停によって紛争の解決を望む当事者が多数存在している(66)。弁護士が

調停を行う方式としてはいろいろ模索されているが、上海では、街道と弁

護士事務所が連携して弁護士を主体とする人民調停事務所を設立すること

も試行されている。これは人民調停機構の専門化の試みの一つでもあり、

弁護士の法律扶助業務の－種と見なすこともできる。

2006年３月、盧湾区の瑞金二路街道弁事処は、李小華弁護士事務所との

間に調停事務所の業務内容、構成員、運営方式及び経費などについて双方

の職責を明記した協議書を締結し、「李小華人民調停事務所」（以下、「李

小華事務所」と略する）が上海市における初めての弁護士個人の名前を冠

した調停機構として設立された。そして、「李小華事務所」の母体である

李小華弁護士事務所は、この協議書に基づく「李小華人民調停事務所活動

規程」も制定した。この二つの文書により、瑞金二路街道弁事処は、李小

華弁護士事務所の弁護士及びその補佐員からなる「李小華事務所」に対し、

年間12万元の事務経費を出資し、かつ、専用の事務室を提供する。その

代わりに、「李小華事務所」は、街道弁事処から移管された５件の重大な

複雑難解紛争、集団的紛争、軽傷害紛争の調停処理に参加しなければなら

ない。また、所轄地域におけるすべての住民委員会に対しそれぞれ年に４

回の法律相談を行い、月に各１回、街道の「責任者会見日」と「司法信訪

総合サービス窓口」の相談に参加し、住民からの法律問題に関連する問い

合わせに対応するなど、住民のための法律相談や法律サービスを提供しな

ければならない。さらに、所轄地域における住民委員会の調停員に対し年

に６回の研修講座を行うこと（2007年には「婚姻法・女'性権益保障法に関

する判例解説｣、「調停技能、人民調停協議書の作成｣、「新労働契約法の解

説｣Ｉ「流動人口に関する政策、公有住宅に関する規定｣、「相続法・高齢者
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権益保障法の解説｣、「物権法と市民の生活」を主題とする講座が行われ

た｡)、弁護士として代理する各種の民事事件に対する裁判傍聴の手配をす

ること、所轄地域に起きた複雑・難解な紛争について年に４回の紛争事例

研究会を開くことなど、基層人民調停委員会の活動を指導し、人民調停員

のために業務研修を提供しなければならない(671。

「李小華事務所」は、「李琴事務所」と類似するように政府が紛争処理

サービスを購入する形式で運営されているが、年間の事務経費が「人民調

停李琴事務所」の10％に過ぎないため、やはり社会貢献としての公益調停

の側面がある。民間紛争の調停に当たって、法律を熟知する弁護士による

調停は、従来の行政調停または人民調停と比較してより中立、公正的な立

場に立って調停を行い、かつ、法に則って当事者に説得することに長けて

いるなどの長所があるためか、より当事者から信頼を受けられ、より良い

調停効果が得られるようである。李小華人民調停事務所の弁護士が携わっ

た紛争調停の成功率は99％に達し、相談満足度は１００％にも達したとい

う(68)。

このほか、一部の都市では専門家主宰型の調停機構も現われていること

に言及しておく。例えば、2006年９月、初めての大学教授からなる「燕園

専門家民事調停室」が北京市海淀区に設立された。北京大学の社会学、哲

学、臨床心理学及び法学専攻の教授４人は調停員を務め、主として所轄の

地区における影響が大きく、複雑・難解、コミュニティーの住民調停委員

会が解決しえない紛争の処理を担当している(691。このような試みは、人民

調停の活性化や「大調停」メカニズムの拡充にも有益な模索となるように

思われる。

３）業界型の人民調停委員会

上海市では、近年に増加し続けている新しいタイプの民間紛争のうち、

家屋の立退き、医療過誤、労働争議、消費者権益をめぐる紛争が最も多く

かつ複雑・難解で、その処理には専門的な知識も必要であるため、既存の
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裁判所による訴訟または衛生行政機関による仲裁調停といった硬直な紛争

解決方法のみでは明らかに限界がある。例えば、2006年に、上海市で1,700

件の医療紛争が発生し、前年度より２８％も上昇したが、特に医療制度の改

革後に個人的紛争から集団的紛争へと変化する傾向が見られ、信訪機関に

直訴する人数は３万人にものぼった(701。このため、医療紛争に対する専門

的な業界型人民調停の導入が、柔軟`性のある人民調停と業界協会調停及び

社会専門組織による調停参加との連携強化を図る一環として模索されるよ

うになった。試行地域とされた普陀区では、2006年に区医療紛争人民調停

委員会が業界型調停機構として設立され、医療機構と患者が診療過程にお

いて患者と医者の間、患者と医療機構の間に生じた民事紛争について調停

を行う。2007年に「普陀区医療紛争人民調停の若干意見（試行)｣、「普陀

区医療紛争人民調停委員会規程」が区司法局と衛生局によって共同制定さ

れ、医療紛争調停の範囲、調停機構の構成と職責、調停の原則と手続、調

停員及び当事者の権利と義務などについて明確な規定を置いた。

医療紛争人民調停委員会委員が、定年退職した医学専門家、専任の人民

調停員、弁護士及び各医療機構の人民調停ボランティアによって構成され、

任期は３年である（10条)。区医療紛争人民調停委員会の下に人民調停事

務所が常設され、調停委員会委員長が所長を務めるほか、３名～５名の調

停委員を招請する。人民調停事務所の職責は、医療紛争の受理と調停、人

民調停協議書の制作と審査などである（１１条～１２条）が、情状が複雑、難

解である重大な医療紛争が医療紛争人民調停委員会によって調停処理され

る。医療紛争人民調停委員会は、必要に基づき、各街道に医療紛争人民調

停班、各医療機構に医療紛争人民調停連絡員を設けることもできる（９条)。

医療紛争調停の受理範囲は、医療事故と医療事件に関わる損害賠償紛争、

医療サービス契約紛争、及び医療サービの過程で発生するその他の紛争を

含んでいるが、ただし、当事者がすでに人民法院に訴訟を提起した紛争

(法院による委託調停を除く）、人民法院の審理によって事件を終結した紛

争、行政調停をすでに申請したかまたは進行中の紛争は受理されない（３
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条～４条)。医療紛争調停の手続について、医療紛争人民調停組織は、双

方当事者の口頭または書面による申請に基づいて調停を行うが、当事者が

申請していないものの、紛争がすでに激化したかまたは関係機構から移送

された紛争に対し、自ら進んで調停を行うこともできる。ただし、当事者

が異議を表明した場合はこの限りではない（18条)。医療紛争人民調停組

織は、紛争の調停にあたって簡易形式で行うことができ、人民調停廷の形

式で行うこともできる（19条)。調停によって解決された紛争には民事権

利と義務の内容がある場合、または当事者が書面の調停協議の作成を求め

る場合には、人民調停協議書を発行すべきである（21条)。この人民調停

協議書は民事契約の'性格を有するものであり、当事者はそれを履行しなけ

ればならない。協議が達成された後、一方当事者が翻意した場合に、相手

方の当事者は、人民法院に訴訟を提起することができる（22条)。

医療紛争に対する専門的な業界型人民調停は、公正性と大衆に信頼され

る中立の「第３者」としての調停機構を通じて、裁判外手続で医療紛争を

解決し、医療秩序及び社会の安定を維持することを目的とする試みである。

しかし一方、医療紛争人民調停委員会が区司法局と衛生局の二重指導下に

業務活動を行うこと、調停員が主にその地域の医療機構から定年退職した

医療関係者であること、区衛生局が日常的な運営経費を負担すること、調

停事務所が区衛生監督所の中に設けられていることなどから、中立的な

｢第３者」の立場に係る業務管理、人員構成、経費及び場所の諸要素は、

いずれも衛生行政部門または医療機構にある程度の関連を持っているとし

て、医療紛争人民調停委員会が患者と医療機構の間に生じた紛争を調停す

るための「第３者」としての中立`性を疑問視する意見も少なくないＩ７Ｄｏ

また、不動産紛争に対する専門的な業界型人民調停の導入も模索されて

いる。上海市司法局と家屋士地資源管理局は、不動産所有者及び不動産管

理企業の適法な権利利益を保障し、不動産紛争の発生を予防し減少させ、

不動産紛争激化の予防と解消における人民調停の役割を生かし、不動産紛

争処理の成功率を高めるために、2008年に「人民調停組織の不動産及び不
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動産管理紛争の調停に参加することを規範する若干意見」を共同公布し、

不動産紛争調停の範囲、機構及び手続などを定めた。不動産紛争の調停は、

各区（県）の不動産紛争人民調停委員会のほか、街道（郷鎮）及び住民委

員会の人民調停委員会もそれを受理できるとされた。不動産紛争調停の受

理範囲は、住民の家庭内部で家屋の所有権、居住権、使用権等の行使によっ

て生じた紛争、家屋所有権を譲渡する過程において売買の双方が契約の履

行によって生じた紛争または売買の双方と仲介会社との間に契約の履行に

よって生じた紛争、老朽住宅の全体改造工事において設計企画、費用負担

等の原因によって生じた紛争、隣近所の間に防犯扉、防犯窓、エアコン、

物干し竿、鳩棚等の付着物の据付によって生じた不動産使用紛争、不動産

所有者と不動産所有者委員会及び不動産管理企業の間に維持修理資金の使

用、家屋と付属する施設・設備及び関連場所に対するメンテナンス、補修、

管理、サービス契約の履行、不動産管理会社の招聰と解任、材料の移譲等

によって生じた紛争、不動産所有者委員会の設立、運営及び自己管理規約

において発生した不動産所有者と不動産所有者委員会との間における紛争、

不動産所有者及び使用者が不動産管理規約における住宅賃借、集団賃借管

理、違法な建造等に関する約定に違反したことによって生じた紛争などを

含んでいる。

試行地域と指定された徐匪区では、2008年に司法局と家屋土地管理局が

共同公布した「徐匪区不動産紛争人民調停委員会の確立に関する実施意見」

に基づき、大衆自治の役割を生かし、迅速、簡便、経済的な方法で不動産

紛争を解決し減少させるために区不動産紛争人民調停委員会を設立した。

これは上海市初めての不動産紛争に対する専門的な業界型調停機構であ

り721、その委員が政府関係者（家屋土地管理局副局長及び主管部署の課長、

街道家屋土地事務所長、司法局関連部署の課長)、弁護士及び専任調停員

によって構成され、家屋土地管理局副局長が委員長を務める。不動産紛争

人民調停委員会の下には常設機構としての人民調停事務室が設置され、副

委員長である家屋土地管理局家屋課長が室長を兼任するほか、家屋土地管
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理局及び司法局から定年退職した家屋管理の専門家、人民調停員の経歴を

有する者の中から８名の専任調停貝を招請した。不動産紛争調停の手続に

ついては、不動産紛争人民調停委員会が、当事者の一方または双方による

調停申請について受理または受理しない決定を行う。受理しない場合は申

請人に対し理由を説明しなければならない。受理できる紛争に対し即時に

調停委員を指定し、争議事項について調査したうえ'5日以内に調停を終結

しなければならない。紛争が複雑．難解な場合は、さらに１５日間を延長す

ることができる。調停によって合意が達成された場合に、不動産紛争人民

調停委員会は、人民調停協議書を発行し、かつ双方当事者に調停協議の履

行を促すべきである。当事者の一方がそれを履行しない場合、相手方の当

事者が人民法院に民事訴訟を提起することができる。

さらに、消費者権益争議、労働争議、保険契約争議、交通事故争議など

をめぐる紛争に対する業界型人民調停機構も相次いで設置されるようにっ

た。上海市では、2003年から市と区の消費者権益保護委員会に、2004年に

市保険同業組合において人民調停委員会が設立したほか、2007年に初めて

静安区の労働協会に労働紛争人民調停委員会を設立し、当事者は、当該委

員会の発行した人民調停協議書の内容に基づいて区労働争議仲裁委員会に

強制執行力を持つ調停書の発行を求めることもできる'7m)。また、2008に初

めて徐匪区で交通事故争議人民調停委員会を設立し、従来の交通警察によ

る行政調停以外の裁判外紛争解決方法を当事者に提供することができ、調

停成功率は100％に達したという'７１１。このほか、－部の地域における個人

工商業者協会、私営企業協会、身障者連合会にも人民調停委員会が設置さ

れ、当該業界に起きる紛争の調停を行う。このように、業界型人民調停制

度は、人民調停と業界協会調停及び社会専門組織の調停参加による連携協

力の利点を生かし、社会の争点・難点になっている新しいタイプの紛争処

理において大きな役割を果たし、「大調停」メカニズムの内容を充実させ

た。
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５．調停委員の「専従化」

人民調停員はこれまで兼任制であったが、兼任調停員の資質問題、とり

わけ教育水準が低く法律知識が乏しいことがよく指摘されている。この問

題を改善するために、近年、多くの退職した裁判官、検察官、警官、弁護

士、法学者及び専門技術者などが人民調停員に選任されたようになり、人

民調停員の学歴及び職務訓練も重視されるようになった。2007年現在、全

国における487万人の人民調停員のうち、高卒以上の学歴を持つ者が、総

数の63.9％を占める311万人に過ぎないが、2001年より９４％も引き上げら

れ、史上最高水準に達した。また、総数の952％を占める464万人の人民

調停員が職務訓練を受けた(75)。他方、人民調停制度の改革に相応しい「調

停委員の専従化」の改革も試みられるようになり、上海市司法局の目標は、

2008年に人民調停員の専従化を実現し、かつ「準裁判官」の専門水準に達

することであるが、2010年までに専任調停員の総数が7,000人以上に達す

ることを目指している(76)。

首席人民調停員制度は、人民調停員を専門職とする施策の一環として、

従来の住民（村民）委員会の調停委員には兼任が多く流動性が大きい問題、

教育水準が低く法律知識も不足するなどの問題を解決するために考案され

たものである。すなわち、法律知識を持ち、人望があり、一定の社会経験

と能力を有する者を専任の首席人民調停員として招請し、街道（郷鎮）ま

たは住民（村民）委員会人民調停委員会の責任者を担当させる。首席人民

調停員には「人民調停廷」という特別な方式で調停を行う権限が与えられ

ている(77)。上海市は2001年６月から全国で初めてこの制度を実行し、２００４

年までに268名の首席人民調停員を任命した。上海市首席人民調停員の第

１号として任命された楊浦区延吉新村街道人民調停委員会及び「人民調停

楊伯寿事務所」の責任者で市人民調停協会副会長も務めている75才（2008

年現在）の楊伯寿氏は、15年以上の人民調停員の経歴を持ち、2007年２月

までに合わせて2,677件の紛争処理を引き受け、このうち調停によって解

決した紛争は2,674件もあり、調停成功率が98.89％に達したほか、５０件の
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民間紛争の激化を防止でき、23,549回の相談にも乗った。また、自宅の電

話番号をコミュニティーの住民に公開し、調停についての相談や予約を随

時に受け付け、かつ５分以内に現場に駆けつけること、７０歳以上の高齢者

及び身障者に対しては出張サービスを提供すること、共稼ぎの家庭に対し

ては夜７時～９時に住民委員会で朴1談や調停等を行うことを公に承諾した

など、「2002年全国模範人民調停貝」「2006年度上海市十大平安英雄」など

の表彰も受けた(78)。ちなみに、首席人民調停員の職務研修については、上

海市の高級人民法院と司法局が市人民調停協会に協力して行われる(791．

浦東新区では人民調停員の認可制と等級評定制度が試行されている。す

なわち、街道（郷鎮）人民調停委員会の専任調停委員になるためには一定

の資質を持たなければならず、かつ、資格試験に合格しなければならない。

受験を申込む資格としては、一定の調停経験を持つかまたは法学専攻の短

大卒以上の学歴を持つことが必要である。弁護士資格を持つ看、法学専攻

の学士号を持つ者、優秀な住民（村民）委員会人民調停員などが考査を経

て専任調停委員に選任されることができる。また、人民調停員がその学歴、

紛争調停能力及び実績に基づき、１級、２級、３級人民調停員に評定され

る。1級人民調停員になるためには、２年以上の人民調停業務または６年

以上の司法関係の職務に従事した経歴、短大卒以上の法律専攻または大卒

以上のその他の専攻の学歴、そして、最も重要な条件としては平均毎年５

部以上の人民調停協議書を作成する実績が必要である。2007年末に、浦東

新区では43名の１級人民調停員、109名の２級人民調停員、809名の３級人

民調停員が評定された(801。このほか、閏北区では、専門職のソーシャルワー

カーを人民調停活動に専従させる「人民調停ソーシャルワーカー」制度も

試行されている１８１１。これらの制度がこれまで指摘されてきた兼任調停委員

の素質を改善し、人民調停員の難解・複雑な紛争を解決する能力と水準を

高めるためには有効な措置であるように見えるが、他方では、こうした人

民調停員の「専従化・専門化」が行き過ぎた「エリート化」とならないた

めに、中国の調停委員会について現地調査を行ったことがある日本の学者
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が指摘したように、「弁護士だけまたはエリートだけが調停者になれると

いうならば、健全で市民志向の状態から離れていくことになる｣'821という

意見を銘記しておく必要もあるように思われる。

６．調停手続の「規範化」

ｌ）人民調停組織のネットワーク化

従来の人民調停組織は、自治組織である住民（村民）委員会の下に設け

られる人民調停委員会に限られたが、社会構造の変容に伴う新しい情勢下

で生じた重大、複雑・難解な民間紛争や集団的紛争などの処理に対応する

ため、人民調停組織の再構築も人民調停制度の再建における不可欠な課題

となった。「02年意見」と「02年規定」に基づく人民調停組織の規範化の

改革によって、従来の人民調停組織が縦割りと横割りで拡大された。縦割

りでは、従来の住民（村民）委員会人民調停委員会の上に街道（郷鎮）人

民調停委員会が設けられ、下には住民組（村民組）調停班が設けられるよ

うになり、一部の地方では、街道（郷鎮）人民調停委員会の上にも区（県）

連合人民調停委員会が設けられている。横割りでは、企業・事業体、業界、

地域にも人民調停委員会が設けられるようになった。2007年現在、全国で

は約84万ケ所の人民調停委員会があり、487万人の人民調停員を擁してい

る。このうち、街道（郷鎮）人民調停委員会が約４２万ケ所、住民（村民）

委員会人民調停委員会が約68万ケ所あり、全国99％の郷鎮（街道)、及び

ほぼすべての村民（住民）委員会をカバーしたため、紛争の予防と解決に

有効な「第一防御線」を形成している(831・

上海市では、縦割りにおいて省（直轄市）－区（県）－街道（郷鎮）

－住民（村民）委員会一住民組（村民組）－共同住宅という６級に

わたる人民調停組織、横割りにおいて企業・事業体、業界、地域における

人民調停組織という縦横に交錯する人民調停ネットワークが形成されてい

る。具体的には、上海市人民調停業務指導委員会一区（県）連合人民調

停委員会一街道（郷鎮）人民調停委員会（人民調停事務所）－住民
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(村民）委員会人民調停委員会一住民組（村民組）人民調停班-10戸

ごとに置く紛争情報員という仕組みになっている。市人民調停業務指導委

員会の職責は、上海市における人民調停活動の展開を指導し調整するとと

もに、関係政策の研究を行うことである。区（県）連合人民調停委員会の

職責は、同級の人民法院に付置する「人民調停窓口」を設立すると同時に、

重大な紛争とくに集団的紛争の調停について、管轄地域における行政、社

会団体の各機関の力を協調して対応する。街道（郷鎮）の下に設けられる

人民調停委員会は、日常的に民間紛争を調停する大衆的な組織として、そ

の職責は、民間紛争を調停し、民間紛争の激化を予防すること、調停活動

を通じて法律・法規・規則と政策を宣伝し、公民に規律に尊い法を守り、

社会公徳を尊重するように教育することにより、民間紛争の発生を予防す

ること、住民（村民）委員会、所在する企業・事業体及び末端人民政府に

対し民間紛争及び調停活動の状況を伝達することである。他方では、業界

型の人民調停機構としては、医療過誤、不動産管理、消費者権益、労働争

議、保険契約、交通事故等をめぐる紛争に対する人民調停委員会が設置さ

れ、また、流動人口の集居地域、経済開発区、大型商業集合市場、建築現

場、都市と農村の相接地区といった紛争多発地域において地域型の人民調

停委員会が設置されている。企業・事業体型の人民調停機構としては、個

人工商業者協会、私営企業協会、商工会、消費者協会、科学技術協会、身

障者連合会、華僑連合会などにおいて人民調停委員会が設置されている。

これらの人民調停機構は、当事者の申請による民間紛争の調停を直接受理

すると同時に、行政側の「司法信訪総合サービス窓口」や司法所から移送

された民間紛争の調停も引き受ける。このような多様化した人民調停ネッ

トワークは、住民にとって便利で身近な裁判外紛争解決手続となっている。

２）調停業務の制度化

近年、人民調停に対する社会の信頼感を高めるために、人民調停委員会

の印章、標識、手続、徽章、文書、プラカードに対する「六統一｣、組織、
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業務、制度、報酬、場所、経費に対する「六遂行｣、学習、例会、統計、

逐一調査、情報フィードバック、答訪といった業務制度に対する「六整備｣、

及び人民調停協議書の作成水準の向上などが司法部から求められている(8.･

上海を含む－部の地方では、調停活動に対する大衆からの監督を受けやす

いように、人民調停員の名簿、調停の範囲、原則、効力、手続、制度、規

律、及び当事者の権利と義務などを明記した看板を調停場所の壁に掲げる

ことにしている(85)。

以上のように、「上海経験」は、社会各方面の紛争解決リソースを統合

しつつ、それぞれの利点を生かして人民調停、行政調停、法院調停及び社

会団体・組織による調停の間における「継ぎ目なし連係｣(86)のような連携

協働をめざす「大調停」メカニズムを積極的に確立しようとしている。こ

の「大調停」メカニズムが社会転換期の紛争解決ニーズに対する一定の応

答可能性を示した有意義な試みとして、大量な民間紛争を萌芽状態から解

消し、社会の調和を実現するための紛争解決の新たな可能性を見出した制

度設計であると言えよう。

｢大調停」改革の特徴及び課題

近年、多元的な紛争解決システムを構築する一環として、現地の実情に

相応しい「大調停」メカニズムの試みが各地で行われてきた。最も早い時

期に政府主導下の司法行政型または準司法的な「大調停」を試行した「山

東経験」と異なり、「楓橋経験｣、「南通経験｣、「石家荘経験」などは、い

ずれも2002年の司法政策の転換後に始められた改革であるため、幾つかの

共通した特徴が見られる。

まず、共産党組織及び政府は、「大調停」における各紛争処理機構の連

携協働を促すために強いイニシアチブをとっている。日本型紛争管理シス

テムの特徴の一つは、「量的に小さな司法」を維持し、「行政があらゆる問

題をカバーしようとする」点にあるといわれる(871が、共産党と行政の機能
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領域の包括'性が自明の前提とされている中国では、一種の「質的に小さな

司法」であるように思われる。各地の「大調停」メカニズムの形態はそれ

ぞれ異なるが、おおむね共産党政法委員会及び政府の主導によって各主管

部門の分業と相互協調が実現され、人民法院もそれを補強する機能を果た

している。例えば、「南通経験」の「大調停」は、共産党政法委員会がリー

ダーシップを発揮し、社会矛盾紛争調停センターが具体的に運営し、人民

法院が業務指導を行い、関係行政部門が参与する紛争解決メカニズムであ

る。「楓橋経験」の「大調停」も共産党政法委員会及び政府の指導と協調

の下で、人民法院が調停の実施や業務の指導を直に行い、人民調停と行政

調停も兼ね包容されている。

次いで、人民調停は「大調停」メカニズムにおいて中心的な役割を果た

し、紛争処理における民間と行政及び司法との連携を結ぶ紐帯としてより

高い正当性が認められている。「大調停」体系の中では、従来の住民（村

民）委員会の下に設けられた人民調停組織が縦軸と横軸に沿って拡張され、

｢大調停」の基本的な組織形態となっている。特に街道（郷鎮）人民調停

委員会は、司法所を中心として調停サービスを提供しているため、行政調

停の性格も持ち合わせているが、行政調停の結果を不服として行政不服申

立や行政訴訟で訴えられるリスクを避けるために、また、人民調停協議書

の民事契約としての法的効力が人民法院に認められるために、人民調停の

形式を保持し、司法補佐員も人民調停員の身分を持ち合わせている。した

がって、形式的に民間の社会組織である街道(郷鎮)人民調停委員会は、実

質的にすでに従来の大衆的な自治組織から変化し、「半行政｣ないし｢準司

法｣的な'性格と機能を持つ「自治と官治の統合体｣(881となっている。

人民調停の性格に関連する問題でもあるが、行政調停の位置づけは「大

調停」メカニズムが直面している最大な難題である。行政権優位の影響も

あって、社会の私的自治の度合が低く、司法の機能領域が狭い中国では、

紛争処理機構の権威性、紛争処理根拠の適法性、紛争処理手続の規範性、

紛争処理結果の実効性、及び紛争処理コストの廉価性などを考量して、行
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政に依存する紛争の解決を望む志向が顕著で、紛争処理の領域における行

政機関の役割が強く期待されている。行政苦情処理機構である「信訪」部

門の「年中隆艦」はまさしくその好例である。「信訪」を含む各種の紛争

処理手段を整合した「大調停」の窓口である社会矛盾紛争調停センターは、

｢信訪」部門と行政主管部門との協働を実現させた一種の行政調停の`性格

を持つ機構として、従来の「信訪」部門のみでは実際の紛争を処理できな

い難題を解決することができた。社会矛盾紛争調停センターが提供したワ

ンストップサービスは、紛争当事者の便宜を図り、行政サービスの最適化

を図る試みとして、ある意味では行政の理念が管理型からサービス型へと

転換しつつある表れでもある。また、人民調停の運用においても行政的な

要素を多く取り入れ、「行政的」な民間調停を行っているのは実状である。

｢大調停」メカニズムの最も顕著な特徴は、人民調停の「外殻」を「借用」

しながら民間紛争の処理における行政調停の特有な紛争解決機能を生かす

ことにあると言ってよい。「02年司法解釈」では、人民調停協議の民事契

約としての法的効力が認められたものの、行政機関が主宰した民事調停協

議の効力について明確な規定がないため、行政調停協議は法的効力を持た

ないかまたは人民調停協議より低い効力しか持たないという「誤解」や、

行政調停裁決が行政不服申立または行政訴訟の提起を触発しかねないリス

クヘの心配も「民間と行政の連係調停」の傾向に一段と拍車をかけること

になった'891。したがって、行政調停の地位と役割を明確にしたうえ、行政

調停と人民調停及び司法調停の機能における相互的補完と合理的分業を図っ

た紛争処理システムを形成する必要があるように思われる。「石家庄経験」

の「大調停」から、すでに行政調停を人民調停から分離して独立した行政

紛争解決メカニズムを確立するための試みが見られた。当事者が行政調停

の結果として出された行政裁決に対して不服がある場合には、行政不服審

査を提起することができるだけでなく、原紛争に対し民事訴訟手続として

の法院調停を申込むこともできる。そして、一部の人民法院は、すでに行

政調停協議が人民調停協議と同様な民事契約としての法的効力を有すると
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認めている(90)。

さらに、法院調停と人民調停の連携も「大調停」メカニズムにおける不

可欠な一環であり、人民法院は「大調停」メカニズムにおいて重要な役割

を果たしている。「訴調対接」メカニズムは、人民調停と法院委託調停及

び法院調停との連携関係を形成させたが、「南通経験」は「訴調対接」を

試行した一例である。各地の人民法院も、いわゆる「不鉄位、不錯位、不

越位（不在しないこと、位置ずらさないこと、瞼越しないこと)」（裁判手

段を運用して人民調停を支持すること、人民法院と人民調停組織との関係

が命令関係でなく指導関係であること、人民法院が人民調停組織に代わっ

て調停活動をしないことを楡えた表現)Ｍ１という最高人民法院の指針に従

い、紛争`情報の相互通報、人民調停組織への委託調停、人民調停員の研修

への協力、人民調停業務への指導、人民調停協議効力の確認などの制度を

通じて人民調停活動を支持し指導する職責を果たしつつ、人民調停の実効

性の向上、民間調停と行政調停及び司法調停の横断的連携を図る多元的紛

争解決システムの確立に努めている(921。

「大調停」メカニズムは、共産党と政府の主導下で各種の紛争解決手段

を連携した多元的な紛争解決手続であるとはいえ、総じて言えば、紛争の

効率的な解決、各紛争処理機構の権限における混乱状態の解消、紛争解決

コストとリスクの軽減、基層公共サービスの質の向上などには良い働きを

しているため、社会転換期の紛争解決ニーズに対して現実的な応答性を有

するものとして当事者や民衆から歓迎され、その正当性と実効`性が基本的

に社会及び法律界に認められている(931。しかし、他方では「大調停」メカ

ニズムにいくつかの問題も内在している。

まず、「大調停」メカニズムは、社会転換期の新しい紛争解決ニーズに

対応するための「応急的措置」という特徴を備え持ち、かつ、地方的法規

や政策等に依拠して建国初期から度重なって行われてきた「政治キャンベ

ン」の方式で推進されたものである。「大調停」の促進を背景に、法院調

停が一種の「政治的任務」として裁判官に割り当てられ、強制的な調停率
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指標が発せられたことも少なくないため、こうした「後戻り」のやり方に

戸惑いを感じた裁判官から不満と反感を招いたどころか、1990年代から始

まった民事裁判方式の改革が失敗した証しでもあると思われた(94)。「大調

停」メカニズムを本格的な紛争解決手続に転換させるためには、共産党及

び政府の権力への極端な依存を排し、自主`性と自立性及び中立`性が重視さ

れた自律的・創造的な裁判外紛争解決システムを確立しなければならない。

次いで、「大調停」メカニズムは、各紛争処理手続の横断的連携を強め

た一方、権力的紛争処理手続と非権力的紛争処理手続を混在化させた結果

として、各紛争解決方法の「機能の混乱」をもたらす危険性も孕んでいる。

｢大調停」メカニズムの制度設計には、依然として国家権威を強調し、「強

い国家権力中心及び司法至上のイデオロギー烙印｣(95)を示し、民間調停の

行政化ないし行政調停処理の民間化や、司法調停とその他の調停との混同

などの問題を生じさせた。郷鎮司法調停センターという司法行政化した

｢大調停」機構は、人民調停と行政調停の限界を暖昧にさせ、「大衆自治」

と標傍する人民調停を「官的」ないし「行政的」な民間調停に改造したの

みならず、法廷化した調停方式と実際な機能が人民法廷と殆ど異ならない

ため、「大調停」の枠組を借りた「ミニ裁判」になりかねない。「大調停」

メカニズムは、むしろ人民調停の「行政化」か「権力化」及び「司法化」

を招いたのではないかと疑問視され、民間調停の理念が改めて問われてい

る。

人民調停の「権力化」は行政権の関与に最も顕著に現われているが、こ

れはむろん行政権が特に優位にある社会主義中国ならではの特徴とも言え

る。しかし、「調停が権力を仰ぐことは正に調理が塩を必要とするような

もので、適度の場合は佳品を作れるが、度が過ぎた場合は氾濫して災いと

なる｣(961と比愉されたように、行政権の広汎な介入によって実質上の強制

調停が行われている問題も指摘されている('7)。人民調停活動が成功した模

範として評価された「わが村では50年間訴訟がなかった」というような事

例では、主に「両頭喚、双方臓、圧住問題就算完（両側をあやし、双方に
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願し、問題を抑えれば終わり）('８１、「告感情維持、告輩分圧制、告行政参与

(感情の維持に頼る、年齢の差に頼る、行政の関与に頼る)｣(，，)といった調

停手法を使っているが、行政権の介入に頼って紛争の解決を図り、「訴訟

がなかった」ことを目標するならば、調停の押し付けを誘発し易いだけで

なく、当事者の裁判を受ける権利を害する可能性も免れない('00)。そもそ

も行政と民間の狭間で存立し発展してきた人民調停が民間と行政の連携協

力を図りながらも、「政府を代表する人民調停」ではなく、真の「人民を

代表する人民調停」を貫き、人民調停が裁判と並ぶ権力的な紛争処理シス

テムにならないための制度保障は、「大調停」改革における大きな課題で

あろう。

さらに、法院調停に対する奨励メカニズムが「大調停」改革の一環とし

て強化されている一方、紛争解決の手段よりもむしろ民事裁判業務の評価

基準と目的になっている調停率に対する行き過ぎた追求によって調停の濫

用と強制化の傾向が現われていることも否めない。それに加えて、近年推

し進められている裁判責任追及制度も、裁判官がその賞与や昇格及び名誉

称号の授与に消極的な影響を与えかねない「誤判」を避けるためになるべ

く調停の方法で事件を終結しようとする心理をさらに強めたと考えられ

るＩ１０ｌ１。ここ数年、一部の地方人民法院においては、調停成立率が年に５

％～１０％の比例で上昇し、９８％にも達した人民法廷(102)や、７０％～80％を

超えた基層人民法院('03)、及び30％～40％に達した中級人民法院もあり(104)、

2006年には少数の地方人民法院において「無判決」の現象すら現われ

た('051。また、調停成立率を高めるために、「以判圧調」（判決をもって調

停を押し付ける)、「以施促調」（裁判を引き延ばすことで調停を促進する）

などの方法で調停を誘導する現象が幾度なく禁止されてもやめない(１０６１。

判決内容の漏洩、批判的な教育説得、外部的圧力の発動、大声の脅迫など

を含む様々な強制的手法を使って当事者に調停を押し付ける裁判官も少な

くない('07)。このような現状に対し、「『調停旋風』は、いま民商事訴訟か

ら行政訴訟及び刑事訴訟の分野にも蔓延しつつあるどころか、調停の濫用
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と強制化は、動き出したばかりの『法治の肢』」を日増しに甚だし<侵食

している｣('08)と危倶する声があったほか、「調和のとれた社会の実現は、

強制的調停への直接的命令になってはならない。いかなる強制的調停はか

えって社会の調和に対する破壊である｣(１０９１と、調停の濫用と強制化に警鐘

を鳴らしたことも重要である。

調停奨励メカニズムに対する一種の反動とも言えるこのような現象は、

調停手続の業績が裁判官への個人考査の範囲に入れられたとともに、上訴

率、原判決への棄却率及び差戻率、再審率及び誤判率が評価基準として裁

判官の年度考査に直結している制度にも無関係ではないことを指摘しなけ

ればならない('１０)。その背景には「調和のとれた司法」を遂行するために

法院調停の積極的活用を激励する司法政策があったことも考えられる。

｢07年司法解釈」によれば、人民法院は裁判官の調停に対する積極`性を高

めるための調停奨励メカニズムを確立しなければならないが、裁判官も調

停と裁判の関係を正確に処理し、調停による事件解決の件数を増やし、調

停による事件解決の比率を高めることに力を尽くすべきである。調停する

可能性がある事件については、できる限り条件を作り出して調停を行わな

ければならない（４条)。このような調停奨励メカニズムは、裁判官の調

停行為に影響を与えているのが間違いないし、ときには強制調停を誘発す

る動機にもなりかねない。したがって、訴訟内調停を強化すると同時に、

調停率の追求に偏重することを避けるための制度設計も必要であるように

思われる。

むすび

調停法の制定とADRの制度化に向けて

本稿では、日米のＡＤＲとの比較における中国調停制度の変容及び近年

の改革を踏まえたうえ、多元的裁判外紛争解決システムを構築する一環と
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して進められている「大調停」改革の特色及び課題などを検討しながら、

新しい時代におけるＡＤＲの可能性を探ってみた。今日、ＡＤＲの拡充・活

』性化は、世界的な潮流となって目覚しい発展を遂げ、ＡＤＲに関する基本

的な法制の整備、多様なＡＤＲ制度の創設と活用が積極的に推進されてい

る。アメリカのＡＤＲ法は、司法型ＡＤＲ利用の促進を中心とするのに対し、

日本のＡＤＲ基本法は、民間型ＡＤＲ利用の促進に重点を置いている。これ

は、多様な民間型ＡＤＲがアメリカに存在し活用されているのに対し、日

本においては司法型ＡＤＲが発達し、民間型ＡＤＲが十分に機能していない

現状にも関連している('１１)。他方、目下の中国では、「大調停」メカニズム

を土台としたＡＤＲ制度化の動向も現れているように思われる。これまで

検討してきたように、「大調停」改革は、社会転換期における紛争解決ニー

ズに即した多元的紛争解決システムを整備する試みとして行われたもので

あるが、「大調停」枠組の下では、ADRの代表的方法としての調停制度が

多様な形態でそれぞれの特長を生かしつつ最大限に活用され、人民調停を

民間型ＡＤＲに、法院調停を司法型ＡＤＲに発展させようとする動きも見ら

れた。ある意味では「大調停」メカニズムの試みが一種の中国の特色をも

つＡＤＲ的な実践とも言えよう。

しかしながら、「大調停」メカニズムは殆んど各地の地方的法規・行政

規則や政策及び司法解釈に依拠して運営されているため、統一`性と整合性

に欠けるものと言わざるを得ない。「実践先行型」の「大調停」メカニズ

ムを制度化し、充分な理論検証と実践に基づく統一した基本法制の整備に

より、新しい調停形態に法的根拠を与え、諸調停制度の整合と連携を図り

ながら、各調停制度の位置づけ、構成、権限、手続等を規範化する必要性

が早くも社会各界に認められるようになり、統一調停法を制定する要望が

各方面から出され、活発な議論が展開されている。これまで一部の地方

(青海省、険西省、安徽省、杭州市、寧夏自治区）では、人民調停に関す

る地方立法がすでに制定されたが、第８期全人代から基本法としての「人

民調停法」の制定を求める立法提案が毎年全国人民代表によって提出され
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てきた。これを受けて「人民調停法」の立案がすでに全人代の立法計画に

盛り込まれ、国務院からも支持を取り付けており、その早期成立の見通し

は明るい(U2)。そして、具体的な方向`性を示した「人民調停法」の草案に

おいては、人民調停の概念と'性格を拡張解釈し、近年現われてきた新しい

形態の民間調停が大衆的な自治組織ではないものの、組織形式、調停方法

などにおいて人民調停と殆んど差異がないとされ、人民調停制度が新たな

'情勢下において新しく発展したものであると』性格づけられたうえ、仲裁以

外の民間調停を人民調停の範蠕に統合すると同時に、異なる形態の人民調

停組織の特徴に応じて設立条件、人員構成、管理方式、内部制度等につい

てそれぞれ規定が置かれている。民間紛争の対象範囲も拡大され、民事紛

争のみならず、軽微な刑事紛争、刑事自訴事件及び刑事付帯民事紛争も人

民調停の受理事項になるとともに、法律または行政法規に強制的禁止規定

があったものを除くほかの紛争については基本的に民間調停の方式をもっ

て解決することが奨励される。また、婚姻家庭紛争、相隣関係紛争、損害

賠償紛争、小額経済紛争などについて人民調停前置制度を設けること、人

民調停協議の拘束力を高めるために、人民調停協議に強制執行力を付与す

ること、人民法院の確認を経た人民調停協議が判決と同様な法的効力を持

ち、調停合意を達成した後に翻意した当事者が相手方によって提起された

訴訟の費用を負担することなども認められる見通しである(''3)。総合的な

調停法の制定により各種の裁判外紛争解決方式の法的地位の向上、明らか

に遅れをとった既存の個別調停立法における矛盾と混乱の解消、各調停制

度間及び訴訟手続との連携関係の調整、利用しやすい多元的紛争解決シス

テムの構築の促進といった効果が期待されている。

このように、現段階の中国では、調停制度を中心とするＡＤＲの法制化

についてかなりの進展を見せながらも、日米のような統一のADR法を整

備する兆しがまだ見えていない。しかし、ＡＤＲ理念の浸透とＡＤＲ利用の

拡大につれて、ポジティブな視角から諸外国ＡＤＲの長所を取り入れ、か

つ中国の実情に適合的なＡＤＲ制度も必ず中国社会に根を生やして花を開
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〈に違いない。「大調停」メカニズムの実践は、まさしく中国におけるＡ

ＤＲの発展を促す礎石となる可能性を育んでいるように思われる。

注：

（１）例えば、福建省の「十百千万」と称される人民調停模範活動（10ヶ所の人民

調停模範県、100ケ所の人民調停模範郷鎮（街道)、1,000ケ所の人民調停模範村

民（住民）調停委員会、10,000人の模範人民調停員の育成を目標とする計画)、

ｉ折江省と河北省の調停前置制度、温州市の専任人民調停員制度、上海市の軽傷

害事件委託人民調停制度などが調停制度改革の新しい試みとして『中国法律年

鑑」（2008年）に紹介されている。

（２）信訪とは、「人氏来信来訪」ともいい、民衆が行政機関に投書（来信）や窓

口に出向いて（来訪）行政上の紛争解決を訴える一種の行政苦情処理制度であ

る。信訪制度は、革命時代から共産党と一般民衆を繋ぐパイプとして存在して

いたが、建国後の1951年の政務院と1957年の国務院の二つ通達により、中央と

地方のすべての国家機関に投書や面会による「信訪」の処理機関・部門の設置

が義務付けられた。1980年代半ば以降、各国家機関に対する苦情・陳情の件数

が激増するなかで、信訪制度も1995年１０月国務院発布の信訪条例（1996年１月

施行）と2005年１月旧条例を改正した新条例（同年５月施行）によって規範化

を図られつつ機能している。しかし、信訪機関が裁決権を持たないただの斡旋

機関にすぎないため、あまり実効`性が期待できないのが実情である。

（３）中共陵県委員会・陵県人民政府編『陵県郷鎮司法調停中心建設材料匪編』１９２

頁。

（４）範`愉『糾紛解決的理論与実践』（清華大学出版社、2007年）536頁。

（５）魯陵「調解中心技“説法”」、「人民日報』2000年５月24日。

（６）崔士露「開啓鋳鎖的金釧匙一陵県郷鎮司法調停中心化解人民内部矛盾紀実｣、

「人民日報ｊ2000年４月１２日。

（７）範`愉「当代中国ＡＤＲ的発展｣、江平主編ｉ比較法在中国（下巻)』（法律出版

社、2004年）所収。
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（８）許福「全国郷鎮司法調停中心迅猛発展｣、「人氏調停ｊ2000年第11号13頁、

「継続推進郷鎮司法調停中心建設｣、『人民調停」2000年第12号６頁。範愉・前

掲注58)。

（９）夏貞鵬「陵県如何経験法治｣、謝暉ほか主編『民間法（第１巻)』（山東人民

出版社、2002年）所収、332頁。

(１０）桑本謙「官方主持下的調解一対陵県郷鎮司法調停中心的法理学思考｣、同

右注・316頁～319頁。

(11）範`愉・前掲注７）。

(12）夏貞鵬・前掲注９)。

(13）馬永華「識得“臓山真面目”一対陵県郷鎮司法調停中心的分析｣、謝暉ほ

か・前掲注９)362頁。

(14）範'愉・前掲注７）。

(15）夏貞鵬・前掲注９）。

(16）馬永華・前掲注13)359頁～361頁。

(17）範愉・前掲注４）521頁。

(18）同右注・537頁。

(19）「“楓橋経験”的誕生与発展｣、「人民法院報」2004年６月１１日。「“楓橋経験”’

歴40載弥新｣、『検察日報」2004年６月１１日。「平安是福和譜為楽一漸江省

諸豐市創新“楓橋経験”紀実｣、東海法治網（2007年10月24日）

http://www・dhfZnet/Article候兆暁「創造与発展一楓橋経験与時倶進｣、｜｢民主与

法制』2009年１月号６頁。

(20）「創新,`楓橋経験”践行司法為民」、中国法院網（2007年１０月２４日）

http://wwwchinacourtorg。「推進調解法治化“楓橋経験”譜新篇一諸誓法院

発展創新“楓橋経験，，的探索与実践｣、範I愉前掲注４）539頁～540頁参照。黄

献安ほか「唱好調解“三歩曲”－楓橋法庭運用“三前調解”息訴止紛紀事｣、

『人民法院報ｊ2003年１１月27日。

(21）余建華・杜敏麗「楓橋利用基層組織建成農村調解網絡｣、『人民法院報ｊ２００６

年７月16日。
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(22）林険峰「当前我国基層政府紛争処理平台模式述評｣、厘門司法行政網

http://www・xmsfgov.c､/html/other／

(23）範`倫・前掲注４）496頁。

(24）「南通市公安機関創建“公調対接，，工作機制紀実（上）（中）（下)」（2007年

６月29日)、中国平安網http://wwwchinapeaceorgcn/zhzl／

(25）範'愉・前掲注４）552頁。

(26）江蘇省通州市人民法院「秀実基礎搭建平台化解矛盾共創和譜」（2007年７

月１０日）

中国普法網http://www・legalinfOgov.c､/misc／

(27）「南通市創新大調解ｒ作効能監察機制」（2006年４月７日）、啓東市社会調解

服務中心http://www､qddqcom/newsinfb

(28）範`愉・前掲注４）495頁。

(29）同右注・542頁。

(30）同右注・543頁。

(31）同右注・509頁～511頁。

(32）同右注・510頁。

(33）同右注・484頁。

(34）樛暁宝・元上海市司法局長「構築人民調解工作新格局着力予防調処社会矛

盾糾紛」（2004年２月）、上海市司法局「人民調解工作重要文件資料塵編』（第

１輯）所収、351頁～352頁)。徐忠「徐匪：在実践中探索人民調解工作新機制、

新方法｣、『法苑月刊」2006年第７号、１１頁。

(35）樛暁宝・前掲注34)384頁～356頁。

(36）厳新力「在構建和譜社会中1111顕人民調解的優勢和作用｣、ｉ上海司法ｊ2006年

第７号１頁。

(37）範,愉・前掲注４)495頁。

(38）「他山之石・聚焦上海“大調解”」、安徽法治網http://wwwahsftgovcn

(39）徐文生「｣二海市委託人氏調解工作成効顕著」（2008年３月２１日)、「'１国平安網

http://www・chinapeace・or9.c､/zhzl/2008-03/２１／
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(40）慮湾区人比検察院、区司法局出台「関於開展軽微刑事事件委託人民調解的工

作規定（試行)」（2007年４月231])、上海市司法局http://wwwjustice・goMcn／

(41）「他山之石・聚焦上海“大調解,,」～前掲注38)。

(42）徐文生・前掲注39)。

(43）藤秀勇「上海法院：推進訴訟調解与人民調解連動｣、中国法院網（2007年７

月５１]）、http://www・chinacourt・orｇ

(44）範愉・前掲注４)460頁～461頁。

(45）同右注・460頁～463頁。

(46）上海市司法局「創新工作理念推動人氏調解専業化、社会化、職業化建設｣、

「人民調解』2007年第６号27頁。

(47）樛暁宝・前掲注34)354頁～357頁。上海市司法局「関於建立人民調解前置制

度的立法調研報告｣、上海市司法局・前掲注34)383頁～386頁。上海市高級人民

法院「認真貫徹会議精神努力探索指導人民調解工作的新模式」（2004年２月)、

上海市司法局・前掲注34)408頁～409頁。

(48）「首席人氏調停員周進網lﾘﾘﾘ人民調解的長寧模式」（2007年１１月２日)、東方法

治http://www､eastl24com

(49）丁寿興・浦束新区人民法院院長「関於開展訴前調解工作`情況的報告-2007

年６月26日在浦東新区第３届人民代表大会常務委員会第４次会議上｣、浦東人

大http://211.14495140/pudong/showinfb／

(50）浦東新区人民法院立案廷「訴前調解材料｣、範愉・前掲注４）425頁～426頁。

(51）「他山之石・聚焦上海“大調解”」、前掲注38)。

(52）徐文生・前掲注39)。

(53）範愉・前掲注４）487頁。

(54）浦文「浦東新区司法局：穏歩推進民事糾紛委託調解和人民調解員訴訟参与制｣、

「法苑月刊』2006年第７号13頁。卒銘「為政府和法院“減圧”的一項創新挙措

一浦東新区高東鎮開展人民調解員訴訟参与制的調査｣、「法苑月刊ｊ2006年第

７号15頁。

(55）「本市将推広人民調解協助法院執行制度」（2007年９月７日)、上海司法行政
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http://wwwjustice・govcn／

(56）「虹口区積極探索人民調解参与化解社区民生案件“執行難”工作」（2007年１１

月６日)、上海司法行政http://wwwjustice・govcn／

(57）樛暁宝・前掲注34）363頁～365頁。李琴「創新調解工作機制提高化解矛盾

糾紛能力｣、『人民調解ｊ2007年第８号33頁～34頁。

(58）上海市司法局「上海市積極推進人民調解専業化、社会化建設｣、「中国司法」

2004年第10号63頁。

(59）李琴・前掲注57)。

(60）範`愉「社会転型中的人民調解制度一以上海市長寧区人民調解組織改革的経験

為視点｣、「中国司法」2004年第１０号55頁。「上海長寧区：街道弁12万元買服務

首開該市先河｣、「領導決策信息ｊ2004年第６号22頁。

(61）上海市司法局・前掲注46)。

(62）王冊「調停好き神話の崩壊（２.完）－現代中国紛争処理手続利用の変化

が意味するもの－｣、『北大法学論集」第58巻１号（2007年）274頁。

(63）範愉・前掲注60)。

(64）王冊・前掲注62)273頁。

(65）黄立群「従ＡＤＲ着人災調解工作的創新｣、『上海法治報」2008年２月19日。

(66）韓寧「中国の調停制度一日本・米国との比較』（信111社、2008）391頁～392

頁。

(67）李暁「高学歴高職称律師楽当“老娘舅''一李小華人民調解工作室在慮湾区

瑞金社区成立｣、「上海法治報』2006年４月１０日。

(68）朱青「律師分析問題既講情又講法一徐小華人民調解工作室服務社区居民的

故事｣、『上海法治報」2006年11月８日。
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